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1.は じめ に
独 連邦 雇 用 庁 が発 表 した1997年12月 の失 業者 数 は452万2千 人 で,前 月 に
比 べ約20万 人 増加 した。 失 業率 は1L8%で,前 月比0.5ポ イ ン ト上 昇 した。
400万 人 台 の失 業 者 数 は13ヵ 月連 続 とな った。この結 果97年 の平均 失 業者 数
は前 年 に比 べ41万9千 人 増 え438万5千 人 とな り戦 後 最 悪 の記 録 とな った。
2商 経 論 叢 第33巻 第4号
0229)
ドイ ツの雇 用情 勢 は9月 ・10月 はや や改善 して い たが
,11月 に再 び430万 人 台
に増 え,悪 化 が懸念 され て いた。12月 の失 業 者 数 は旧西 独 地 区 が306万4千 人
で,失 業 率9.9%,旧 東 独 が145万6千 入 ,同19,4%で}東 西 と も悪 化 して い
る。
1990年11月 の東 西 ドイ ッ統 合 後 の経 済 成長 の低 迷 の も とで
,1996年 後 半 以
降 は企 業 レベ ル で見 る と収 益 の改 善 も見 られ る よ うに な って きたが ,雇 用 に関
して は悪 化 の一 途 を た ど り,と う と う第2次 世 界 大 戦 前 の1930年 代 前 半 と並
ぶ 失 業水 準 に達 す る こと にな った。 旧東 ドイ ッ地域 の高 失 業率 はあ る程度 予 測
で きる こ とだ ったが,旧 西 ドイ ッ地域 の失 業 率 が9 .9%と2桁 台近 くにな った
こ とは注 目 に値 す る もので あ る。 これ は欧 州連 合(EU)全 体 の平 均 失 業 率 に近
い水 準 で あ りyこ の よ うな大 量失 業 を景気 循 環 だ け によ って解 消 す る こ とは困
難 で あ る。
新 たな雇 用 機 会 を生 み 出す に は,産 業構 造 を転 換 して高 度 化 す る必 要 が あ る
こ と は 言 うまで もな い。 ドイ ッの 製 造 業 は本 来 強 い 国 際 競 争 力 を 持
って い る
が・ 日本 や ア メ リカ に大 き く差 をつ け られて い るハ イ テ ク分野 を拡 充 す る と と
もに,経 済 の ソ フ ト化 ・サ ー ビス化 へ の対 応 を急 ぐ必要 が あ る。 この よ うな産
業 構 造 の転換 をEUの 経 済 通貨 統 合 の プ ロセ スで も続 けな けれ ば な らな いの が
ドイ ツ経 済 が 直面 して い る現状 で あ り,今 後必 要 な こ とは技術 革 新 を通 じて環
境 や情 報 通 信 な どの新 しい産業 分 野 の需 要 を生 み 出す こ とが で き るよ うな産 業
政策 を展 開 す る ことで あ る。
ドイ ツで は1980年 代 か らテ ク ノ ロ ジー セ ンター や イ ノベ ー シ ョ ンセ ンタ ー
建 設 が盛 ん にな ったが,こ れ は重 工 業 の衰 退 で失 業 率 が 高 くな った た め
a雇 用
を創 出 す る新 産 業 を興 す必 要 に迫 られ て い たか らで あ る
。 テ ク ノ ロ ジー セ ン
ター な ど は科学 技 術 研 究 を促 進 す る仕組 み と して注 目を集 め たが
,ア メ リカや
日本 に お け る サ イ エ ンスパ ー ク と ほぼ 同 じよ うな機 能 を 果 た す も ので あ る
。
ル 騨一ル地域 を抱 え る ノル トライ ン ・ヴ ェ ス トフ ァー レ ン州(NRW)に は
,こ の
よ うな産業 構 造 の転 換 を受 けて,イ ンキ ュベ ー シ ョンル ー ムや ス ター トア
ップ
ル ー ムな どを提 供 す る60数 ヵ所 の テ ク ノ ロ ジーセ ンターが点 在 して い る
。
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連 邦 国家 で あ る ドイ ツで は,産 業構 造 の転換 に対応 す る ため の産 業 政 策 は連
邦 レベ ル で実施 され るよ り も,バ ーデ ン ・ヴ ュル テ ンベ ル グ州(BW)やNRW
州 な どに典 型 的 に見 られ る よ うに,伝 統 的 に州 政 府主 導 に よ る政策 に よ って活
発 に推 進 され て きた。 経 済 の グ ロ ーバ ル化 が進 む と と も に,ヨ ー ロ ッパ 統 合
(EUの 成立)に よ って これ まで の国民 国 家 の役 割 が相 対 的 に小 さ くな る中 で,
ヨー ロ ッパ で は中間政 府(MesoGovernment)の 役 割 が注 目 され るよ うにな っ
て きた。 中 間政 府 と は,中 央政 府 と基 礎 自治 体(一 般的に市町村)の 中間 レベ ル
に あ る政府 の こ とを指 すが,イ タ リァ,フ ラ ンス,ス ペ イ ン,ベ ル ギ ー,ポ ル ト
ガ ル な どの よ うに全 く新 た に地 域 レベ ルの政 府 を作 った場 合 とノル ウェー,ス
ウ ェー一デ ン,デ ンマ ー ク,イ ギ リスな どの郡 や ドイ ツの い くっ か の州(Lander)
の よ うに これ まで の中 間 レベ ル の政府 を一 新 し,強 化 した場 合 が あ る。
いず れ に して も,各 国 に お いて この よ うに中 間 政 府 が 台頭 して きた背 景 に
は,経 済 統 合 の動 きな どが強 ま る中 で,リ ー ジ ョナ リズ ムが 大 きな役 割 を担 う
必 要 が あ る ことが認識 され るよ うにな って きた こ とが あ る。 ヨー ロ ッパ にお け
る この よ うな 中間 政府 の台 頭 は,い くつか の ヨー ロ ッパ諸 国 に と って は初 め て
経 験 す る最 もラ ジカ ル な制 度 的 な革 新 の ひ とつ で あ り,そ の基 本 的 な意 味 は最
適 な規 模 と最 適 な行政 区域"anoptimumscaleandanoptimumterritorial
jurisdiction"を 模索 す るため の政 府 レベル の構造 調 整 で あ る(Sharpe,1993)。
経 済 の グ ローバ ル化 に よ って,リ ー ジ ョナ リズ ムの存 在意 義 が薄 れ る ことはな
く,逆 に グ ローバ ル な経 済活 動 が展 開 され る ことに よ って リー ジ ョナ リズムの
役 割 は大 き くな って きた ので あ る。
ヨー ロ ッパ統 合 と リー ジ ョナ リズ ムの動 きは,西 ヨー ロ ッパ で形成 され た国
民 国家 に対 す る双 子 の挑戦 と して の意 味 を持 って い る。 ヨー ロ ッパ統 合 は,経
済 的 な論 理 政 治 的 な論 理,そ して そ れ らの論 理 を結 び付 け る理論 に基 づ い た
もの で あ った。 一 方,リ ー ジ ョナ リズム は,国 民 国家 の ニ ー ズ とそ れ に対 す る
外 的 な圧 力 へ の反 応 で あ り,ま た,文 化 的,歴 史 的 な ア イ デ ンテ ィテ ィの 主張
へ の応 答 と して ヨー ロ ッパ で は促 進 され て きた もので あ る
。 政 治 に お け る地方
分 権 的 な動 きが加 速 され る と と もに,統 合 された ヨー ロ ッパ市 場 の 出現 に よ っ
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て,国 境 を超 え て 自由 に移動 す る企 業投 資 に対 す る競争 は激 化 して お り,中 央
政 府 は この事 態 を次 第 に コ ン トロー ルで きな くな って きた。 そ の よ うな 中で,
市 場 原 理 に基 づ くヨmッ1¥° の経 済 統 合 の理 念 と連 帯 や福 祉 に基 づ く社 会 政策
的 な理 念 の 間 の対 立を最 も敏 感 に感 じ取 って行動 した の は,実 際 に は地 域 レベ
ルあ るい は中 間 レベ ルの政 府 で あ った(Keating,1993)。
経 済 の グ ローバ ル化 が進 む こ とによ って,地 域 経 済 や地 域 政 策 の役割 を再 評
価 し,地 域 ガバ ナ ンス(統 治)の あ り方 を再 検 討 す る こ とが 今 日で は中 間政 府 の
台 頭 の もとで の大 きな課題 とな って きた。 企 業 に と って も,地 域 別,国 別,あ
るい は経 済 圏別 の違 いが 存在 す る ことは,グ ロー バ ルな経 営 戦 略 を展 開 す る上
で非 常 に重 要 な戦 略上 の ポ イ ン トで あ る。 グロ ーバ ル な経 営戦 略 と は,世 界 的
な枠 組 み の中で 地域 別 の客観 的 な条 件 の違 いを比 較 優位 と して 活用 しよ うとす
る企 業 組織 の戦 略(Braczyk,etai.,1996)の ことで あ り,EU統 合 の もとで 中 間政
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府 の役 割 が変 化 して きた こ とは この よ うな点 か らも理 解 す る こ とが で き る。
地 域 ガ バ ナ ンスの形 態 とい う もの は,そ の地 域 の依 って 立つ政 治,経 済,社
会 的 な条 件 や歴 史的 な背 景 な どに よ って 違 って い るが,BW州 とNRW州 に お
け る政 策 上 の経 験 は,経 済 の グ ローバ ル化 が進 む中 で の 中間政 府 や リー ジ ョナ
リズ ムの役 割 を検 討 す る上 で極 めて 有益 な示唆 を与 え て くれ る。BW州 は メル
セ デ ス ・ベ ンッ社 に代 表 され る 自動 車産 業,機 械 産業,ハ イ テ ク産 業 な どの集
積 が進 ん で い る地 域 で あ り,州 政 府 の経 済 政策 や産 業政 策 な どは市場 重 視 の政
策 理 念 の もとで形成 され て い る。一方,NRW州 に は1960年 代 まで は石 炭 産 業
と鉄 鋼 産 業 に よ って 世界 有 数 の工 業 地域 を形成 して い た ル ール地域 が立 地 して
お り,産 業 構 造 の転 換 の もとで,1960年 代 か ら中央 集 権 的 な政 策 理 念 を重 視 し
た 産業 政 策 が進 あ られて きた。 この よ うにそ の依 って1L_つ 理念 の違 い に よ って
政 策 的 な対 応 に は顕 著 な違 い が生 まれ た。
ドイ ッの連邦 シ ステ ムの もとで は,各 州 政府 が政 策形 成 に大 きな役 割 を果 た
して い る。 た とえ ば,NRW州 に と ってそ の伝 統 的 な産 業 構造 を転 換 して,よ
り将 来性 の あ る市場 ニ ー ズに対 応 した産業 を創 出す る こ とが産 業 政 策 の重 要 な
課 題 で あ る(HeinzeandHilbert1994)が,支 配 的 な社 会 民 主党(SPD)の 政策 理
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念が現実 の政策形成 に も色濃 く反映 されてい るの も事実で ある。NRW州 政府
は1987年 か ら州 内の15地 域 に産業政策上 の実質 的 な権 限を委譲 す る ことに
よ って,産 業政策 を分権化 しようとい う取 り組 みを始 めた。産業政策 の分権化
を通 じて,NRW州 はその政策形成 プロセスに地域 の関係者を組 み入れ ること
を組織 的 に試み た。NRW州 政府 は連邦 政府 やEUと 協 力 し提携 す る ことに
よ って産業構造 の転換 に対応す る政策 を分権 的に進めて きたが・産業政策 の分
権化 の試みがその狙 い通 りに成功 したか どうか は十分 に検証す る必要が あるだ
ろ う。特 に,科 学技術政策や技術移転 などの分野 で はそのよ うな分権 的な政策
が十分 に効果 を上げているのかど うか は疑問であ る。
そこで本稿 では,NRW州 とBW州 を事例 と して,産 業構造 の転換 の もとで
の ドイッ州政府 の産業政策 の実態 を検討す ることで,中 間政府 や リー ジョナ リ
ズムの役割 を明 らかにす ることに したい。 具体 的には,第2章 で は,ド イッ経
済 の グローバ ル化 の もとでのNRW州 の地域産 業政策 の特徴 や役 割 を明 らか
にす る。一方,第3章 で は,科 学技術政策 と リー一ジ ョナ リズムの関係 をNRW
州 におけるテクノロジーセ ンター事業を通 じて検討す る。第4章 で は,BW州
の産業政策 の概要や特 徴な どにっいて明 らかにす る。最後 に結論 として,リ ー
ジョナ リズムの役割 を整理 す ることに したい。
2.NRW州 の産業構造転換 と地域産業政策
(1)NRW州 の概 観 と産業 構 造 の特 徴
オ ラ ン ダや ベ ルギ ー と国 境 を接 す るNRW州 は人 口約1780万 人 で,ド イ ツ
の 中 で も っと も都市 化 の進 ん だ地 域 で あ る とと もに,ル ール地域 が立 地 して い
る ドイ ッ最 大 の工業 州 で あ る。 ル ー ル地 域 は19世 紀 半ば か ら石炭 と鉄鋼 を基
幹 産 業 と して発 展 して きた が,1960年 代 以 降,産 業構 造 の転換 の も とで石 炭 や
鉄 鋼 な どの産 業 の衰 退 は著 しか った。1980年 の時点 で も,NRW州 の主 要産 業
ク ラス ター と して は化学,自 動 車 とと もに鉱 業(石 炭)や 鉄 鋼 が入 って いた が,
今 日で は競争 力 を失 った石 炭 や鉄 鋼 に替 わ って メデ ィア ・情 報通 信 産業 や環 境
保全 産 業 が0躍 成長 産 業 と して登 場 して きた。今 日で は石油 化 学,機 械}電 機,
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主要産業 クラスター 化 学 工 業 化 学 工 業
自 動 車 産 業 自 動 車 産 業
鉱 業 メディア・情報圃誰 業
鉄 鋼 業 環 境 保 全 産 業
出 典:LDS-Statistics,LAA-Statisticsに よ り 作 成
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表2NRW州 の就業 構造 の変化(1950-1991)1
195Q1961197019871991
1000%1000%1000%1000%1000%
農 業 ・林 業 ・漁 業67411.74736.62423.51382.01441.9
製 造 業3,11254.24,00156.23,73953.83,02043.63,18242.5
商 業 ・ 運 輸 業961・16.71,25917.71,28518・51・22517・71・35018・0





電 子,食 品 加 工 な どの産業 の成長 も著 し く,化 学,機 楓 自動 車 はNRW州 の
主 要 な輸 出産 業 とな って い る。
統 計 デ ー タ に よ れ ば,NRW州 は ドイ ッ の 人 口 の22%,製 造 業 就 業 者 の
20%,工 業 生産 の約27%,輸 出総額 の23%を 占めて お り・1992年 のGDPは 韓
国,香 港,タ イの3ヶ 国 を合 わ せ た もの とほぼ 同 じ規 模 で あ る。NRW州 の第2
次産 業 就 業 者 の構成 比 は1970年 の53。8%か ら1994年 の39.7%に 低 下 したが,
依 然 と して ドイ ッ全 体 の平 均 よ りも高 い割 合 を維 持 して い る。 な お・ 同年 の第
1次 産業 就 業 者 の構 成 比 は1.9%,第3次 産 業就 業 者 の構成 比 は58.4%と な っ
て い る(表1,表2参 照)。 ドイ ッの大 企 業 トップ500社 の うち約30%がNRW州
に本 社 を置 いて い るが,中 小 企 業 の集 積 も大 き くそ の輸 出競 争 力 は強 い。 州都
ジュ ッセ ル ドル フに は 日本企 業 の進 出 も多 く,日 本 人 の居 住者 は1万 人 を超 え
て い る。
海 外 か らのNRW州 へ の直接 投 資 は約546億DM(1994年)で,1980年 の176
億DMと 比 べ て約3.1倍 の規模 にな って い る。投 資 額 は ア メ リカ・ オ ラ ンダ・
日本,イ ギ リスの順 にな って い る。 一 方,NRW州 か ら海 外 へ の投 資 は761億
DMで,1980年 の218億DMと 比 べ て約3.5倍 の規 模 にな ってお り・投 資 先 と
して は ア メ リカ,ベ ルギ ー ・ル クセ ンブ ル グ,フ ラ ンス,イ ギ リス,オ ラ ンダ
の順 に な って い る。海 外 へ の投 資 の方 が金 額 的 に大 きい と言 って も・ 海外 か ら
の直 接 投 資 が約72%の 規 模 を持 って い るの で 日本 と は根 本 的 に条 件 が異 な っ
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て い る。
これ らの統 計 デ ー タか らNRW州 の経 済 的 なパ フ ォ ー マ ンス は なか なか 良
好 で あ るよ うに見 え るが ・そ の失 業率 は1・ .7%(1994年)で,ド イ ツ全体 の失 業
率 よ り も高 く・ 経 済 成 長 率 も高 くな い の が 実 態 で あ る
。 そ の 原 因 と して は,
ル ー ル地域 の産 業 構 造 の転 換 や 復 興 に関 す る諸 問 題 がNRW州 全 体 の 経 済 指
標 に マイ ナ スの影響 を与 えて い る ことが あ る。 た とえば,製 造 業 に関 す る雇 用
統 計 の デ ー タに よれ ば,NRW州 の雇 用 増加 率 は ドイ ッ全 体 の増 加 率 よ り も低
い こ とが 明 らか に な って い るが,こ れ はル ー ル地域 に お け る失 業 問 題 が大 きな
要 因 とな って い る。
NRW州 の近 年 の失業 率 はだ いた い約10%程 度 で推移 して い るが
,ル ール地
域 だ けを取 り出 して見 る と,そ の失 業 率 は15%ま で上 昇 す る
。製造 業 就 業 者 は
1960年 を100と す る と,1993年 に はNRW州 で約68,ル ー一ル地 域 で約50と
な って お り・ 石 炭 や鉄 鋼 の長 期 的 な衰 退 に よ って地 域 が いか に困 難 な状 況 に直
面 して きたのか が よ く分 か る。 同様 に,社 会 保 障 に加 入 して い る就 業 者 の割合
もル ール地 域 が足 を引 っ張 る形 で,ド イ ッ全 体 と比 較 してNRW州 の割 合 を低
下 させ て い る(図1,図2参 照)。
この よ うに構 造 的 な産 業 衰退 に直面 して きた ル ー ル地 域 で は雇 用 問 題 が極 め
て 深 刻 で あ るが,工 業 集 積 度 の高 い ル ー ル地 域 は
,人 口 や工 業生 産 額 の点 で
NRW州 の1/3を 占 め て い る と と もに,今 日で も産 業構 造 に石 炭 産 業 と鉄 鋼
産 業 の影 響 力 が根 強 く残 って い る。 旧 西 ドイ ッ地 域 の石 炭 と鉄 鋼 生 産 の2/3
は依 然 と して ル ー一ル地 域 で行 われ て い る。 石炭 産 業 や鉄 鋼 産 業 の就 業 者 数 は今
で は20万 人 以Fに 減少 して しま っ たが,ル ー ル地 域 の製 造 業 は今 日で も石 炭
産 業 や鉄 鋼産 業 の伝統 的 な生 産 ネ ッ トワー ク,生 産 概 念,生 産 体 制 な どの影 響
を強 く受 け続 けて い る(Heinze,etaL ,1995)。
この よ うなNRW州 の深 刻 な労 働 市 場 の状 態 が政 治 的 な 関心 を 高 め
,1960
年 代 か ら州政 府 に と って産 業 政 策 が政 策 と して優 先 順 位 の 高 い もの にな った。
この点 で・ 既存 の企 業 に新 規 事業 へ の参入 を促 す ため の施 策 へ の必 要 性 が高 ま
り,ル ー ル地 域 にお い て は構 造 不 況 の 直 中 に あ る石 炭 ・鉄 鋼 関 連 の中小 企 業 の
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図1製 造業 就業 者の変化(西 独,NRW州,ル ール地域)
出典:LDS,StatistischesBundesamt;1960年 か ら1976年 まで は従業員規模10名 以 ヒの企業を
対象,1977年 以降 は従業員規模20名 以}二の企業が対象。
図2社 会 保 障 加 入 者 の 変 化(西 独,NRW州,ル ー ル地 域)
出 典:LDS,StatistischesBundesamt;各 年 の デ ー タ は12月31日 現 在 の も の(た だ し1993年 の
み6月30日 現 在)
●
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多角経営化の 二〇 ズも強 くな った。NRW州 の製造業 は高度 な技術基盤 を持
っ
てい るが,同 州 に とっての問題 は高度 な技術基盤が伝統 的かっ衰退 しっっあ る
産業 に集積 していることであ った。
そのため・NRW州 の産業政策 に とって は,製 造業全体を構造転換 させて よ
り将来性 のあ る市場 に対応で きるよ うに,産 業構造 の高度化を図 ることが主要
な課題 と して理解 されて きた。 このよ うな ことが背景 にな って
,産 業政策 を推
進 して い く上で企業間 の ネ ッ トワー ク形成 も重 要 な課題 と考 え られ るよ うに
な って きた。
(2)NRW州 にお ける産 業政 策 の動 向
NRW州 に お け る産 業 政策 は,1968年 の 「ル ー ル開発 計 画」(theDevelopment
ProgrammeRuhr)か ら1980年 代後 半 以 後 の 「産 業 政策 の分 権化 」(th
eRegiona-
lizationofStructuralPolicy)に 至 るまで約30年 近 くの歴 史 を持 ち
,ド イ ッに お
け る州 政府 主導 の産 業 政 策 を リー ドして きた。NRW州 政 府 で は,産 業政 策 の
こ とは公式 に は"構 造政 策"と 呼 ば れて い るが,産 業政 策 と構造 政 策 とい う用
語 を 同義 語 と して使 肌 て い る もので あ3).NRW州 の産 業 聯 帥 心 的 な関
心 は,各 地 域 にお いて均 衡 あ る生 活環 境 を 創 り出 し維 持 す る ことに あ る
。 ル ー
ル地 域 は,ド イ ッの産 業革 命以 来 ,ド イ ッの経 済成 長 の牽 引車 の役 割 を1世 紀
以 上 の間 果 た して き たが・1960年 代 に な って過 去 にお い て ドイ ツ経 済 を牽 引
し,経 済 的 な成 長 を もた ら した石炭 産 業 と鉄 鋼 産 業 に依 存 す る と い う産 業構 造
の あ り方 自体 がNRW州 経 済 だ けで な く ドイ ツ経 済 に と って も重 い負 担 に
な って きた。
そ の当 時,連 邦政 府 は石 炭 産 業 や鉄 鋼 産業 の産 業競 争力 の低 下 に対 して具 体
的 な政 策 対 応 を行 う こ とが で きなか ったの で,州 政府 に よ る積 極 的 な対 応 が必
要 で あ る との声 が強 ま った。 ドイ ッの連 邦 制度 の もとで はa連 邦 政府 と州 政府
との間 に権 限,責 任,財 源 にっ いて の比 較 的 明確 な役割 分 担 が存 在 して い る
。
ドイ ツ連 邦 共 和 国 基 本 法 第70条 第1項 で は,基 本 法 が連 邦 に 立法 権 を 与 え て
いな い限 り州政 府 が 立法 上 の権 限 を保持 す る こと
,第2項 で は,連 邦 と州 の管
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轄権 の範囲 は,専 属的立法 と競合的立法 に関す る規定 に従 って,区 分す ること
が明 らか にされて いる。言 い換 えれば,経 済法 な どの競合的立法 の領域 におい
ては,連 邦がその立法権 を行使 しない限 り,基 本的な 立法権 は個々の州政府 の
権 限 と考え られ4).ド イ ッの政治形態 は,地 域 レベル(特 に州 レベル)に お1ナる
強力な参加 と自己調整 の手続 きとい うことによって特徴 づけ られ るものであ る
{Heinze,etal.,1995)o
しか し,こ の ことは,州 政府が全 く独立 した産業政策 を行え ることを意味す
るわけではない。特 に,ほ とん どの財源的な問題 に関 して は・州政府 は連邦政
府 やEUと 協力 ・協調 しなが ら政策 を進 めなければな らない。 しか しなが ら,
NRW州 の よ うに1966年 以来,社 会 民主党 の単独政権 あ るいは連 立政権が続
いて きた州 にとって,キ リス ト教民主同盟 と自由党 が多数派である連邦政府 と
の関係 は多少困難 を伴 うもので あ った。
NRW州 政府 は連邦政府 との長 い時間を要す る困難 な交渉 を経 て,1968年 に
現実的な産業政策 と して評価 の高 い 「ルール開発計 画」を開始 した。1964年 ま
で に発表 された同州政府 のい くつかの報告書 で も,新 規 の雇用や所得 を創 出す
るためには基盤整備事業 を強化 し調整す る必要 があ ることが明 らか にされてい
た。同計 画は,ド イ ツ連邦共和国における州政府の手 によ る産業構造 の転換 プ
ロセ スへ の初 めての介入的な政策 となった。
連邦財源,州 財源,ECか らの財源によ って支え られた 「ルール開発計画」を
通 じて,NRW州 政府 は地域 の産業基 盤 の改善}工 業都 市 の再 開発 職 業訓
練 ・研修 プログラムの資金調達,石 炭産業や鉄鋼産業以外 の新規企業 の誘致 や
既存企業 の拡大に取 り組 んだ。同時 に,構 造不況業種で ある石炭産業 や鉄鋼産
業の失業対策 な ど も実施 した。 同計 画の基 本的 な枠組 み は,1970年 代以 後の
の
様 々な計画の中で も本質的 に引 き継 がれ ることにな った。
1970年 代 にお け るNRW州 の産業政策 は,州 内 の中小企業 の競争力 を強化
す るために技術革新 を促進 す ることをその最重点課題 に して,戦 略的な近代化
によって伝統 的な産業 の弱点を克服す るための取 り組みを始 あた。 っま り・技
術革新を通 じた中小企業の競争力強化が1970年 代 の産業政策 の目標 とな った。
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1974年 か ら 「鉱業 技術 計 画」(Techn。1。gyProgrammeMining)や 「エ ネル ギ ー
技術 計 画」(TechnologyProgrammeenergy)が 実 施 され,一 方,1978年 に は,
中小 企 業 を支 援 す る ため に 「経 済 技 術 計画 」(TechnologyProgramm、eEc。nomy)
が始 め られ た。 現 在 も続 け られ て い る 「経 済技 術 計 画」 は
,国 際競 争 力 を維 持
す る ため に製 品 と製 造工 程 を革新 す る こ とに よ って,中 小 企業 の体 力 を 強化 す
る こ とを意 図 して い る。
1970年 代 末 に な って,石 炭 産 業 や鉄 鋼 産 業 の産 業 遺 産 の保 存 へ の取 り組 み や
それ らの産 業活 動 の結果 と して生 じた環境 ・社 会 的 な 問題 に対 処 す る必 要 が生
まれ,1979年 に州 政府 の 主催 で 「ル ール 問題 協 議 会」(theRuhrConference)が
開 催 され た。 同協 議 会 の 目的 は,地 域 に関 連 した す べ ての 問題 を認 識 して
,な
す べ き こ と につ い て総 合 的 か っ集 中 的 な議 論 を始 め る こ とで あ った
。 そ こで
は,石 炭 産 業 と鉄鋼 産 業 の状況,労 働 市場 の現 状,道 路 交通 や産 業活 動 に よ っ
て生 み 出 され た環 境 問 題 イ ンナ ー シテ ィの再 開発 技 術 革新 の促 進 な どの問
題 が論 議 され た。
同協 議会 が終 了 した後,1980年 か ら職業 訓 練,技 術 革 新,イ ンナ ー シテ ィの
再 開発 ・ 文 化 プ ロ ジ ェ ク トな ど の促 進 を 目的 と した 「ル ー ル 行 動 計 画」(the
ActionPr。grammeRuhr)カa開 始 され,NRW州 政府 は1980年 か ら1984年 まで
そ の財 源 の2/3を 負 担 す る こ とにな った。この計 画 と と もに
,産 業政 策 関連 の
施 策 と して,J二 場 や炭 鉱跡 地 な どの遊 休 地再 開発 事 業 が行 わ れ た。 石 炭産 業 と
鉄 鋼 産 業 の衰 退 に よ って,ル ール地 域 に は大 規 模 な遊 休 地 が 生 み 出 され て い た
が・ これ らの 土地 は環 境 汚 染 が ひ ど いた め に ほとん ど利 用 され て い なか
った。
NRW州 政府 は,地 方政府 の手 に よ る未 利用 の遊 休 地 再 開発 を支援 す るた あ
に不 動 産基 金 の設 立を行 った。 この事 業 は現 在 も続 け られ て い るが
,遊 休 地再
開 発 事 業 が始 あ られ た後 で,技 術 問 題 自然 環境 問題 ,汚 染 され た工場跡 地 の
公 害 除去 費 用 な どの点 で,当 初予想 して い た よ り も問 題 が複 雑 で あ る ことが認
識 され るよ うに な った。
「ル ー ル行 動 計 画」は,1960年 代 の政 策 の基 本 理念 を踏 襲 して い たがa技 術 革
新 の促 進 に よ って産 業 構造 の転 換 を進 め る必要 性 をす べ て の関 係者 が認 識 して
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い るか ど うか とい う点 に大 きな相 違 が あ った。 同 計画 に よ って,ル ール地域 の
環 境 問題 が改善 され た こ とは間違 い な く,イ ンナ ー シ テ ィの再 開発 や地 域 の労
働力 の職業 訓 練 が進 め られ た こ と も事 実 で あ るが,産 業構 造 の転 換 とい う点 で
は依 然 と して 問題 が残 る こ とにな った。
しか しな が ら,1980年 代 に な って策 定 され た 「ル ール行動 計 画 」 は,本 質 的
な点 で1970年 代 まで の産 業 政策 関 連 の計 画 と は違 って い た。1970年 代 に は,
州 政 府 に と って まだ経 済 開 発 を 中央集 権 的 に計 画 す る こ とが 可能 で あ る と考 え
られ て いた が,1980年 代 にな る と,政 策 の重点 は産 業構 造 の転 換 を誘 導 す る こ
とに移 り,州 政 府 の役 割 もそ の変化 を調 整 し,モ ニ ターす る こ とへ と変 化 して
きた。 産 業 構 造 の転 換 自体 は上 か らで な く下 か ら行 わ れ な け れ ば な らな い の
で,す べ て の関係 者 の対 話 が今 日で は重 要 な要 因 と考 え られ るよ うに な った。
対 話 を重 視 した協 調 的 な産 業 政 府 を進 あ る とい うNRW州 に お け る政 策 上 の
パ ラ ダイ ム転 換 は,こ の よ うな変 化 の 中 で生 まれて きた ので あ る。
③ 産 業 政策 のパ ラ ダイ ム転 換
1980年 代 末 にな って,ル ー一ル地 域 の基 幹 産業 で あ った石 炭産 業 と鉄 鋼産 業 の
状 態 は さ らに深刻 にな って きた。NRW州 政 府 は 「石 炭 ・鉄 鋼 地域 の将 来 の た
めの イニ シアチ ブ」(FutureInitiativeforCoalandSteelRegions)を 策 定 し,構
造 不況 地 域 の産業 構 造 の転 換 へ の新 た な取 り組 み を始 め た。 その イ ニ シ アチ ブ
の主 な対 象 活 動領 域 は,1)技 術 革新 と技 術 の奨 励,2)労 働 力 の質 的 向上,3)
雇 用 の創 出 と保 護,4)基 盤 の整 備 と近 代 化,5)環 境 問 題 と エ ネル ギー問 題 の
改 善 で あ る(HugginsandThomalla,1995)。
イ ニ シアチ ブの基 本 的 な考 え方 は,そ れ以 前 の計 画 とそ れ ほ ど違 って い る訳
で はな か った が,決 定 的 な違 い は イ ニ シアチ ブの実 施 に当 た って地方 分 権化 を
提 案 した こ とで あ った。 この よ うな政 策 の 目新 しい点 は,そ れ以 前 の計 画 に色
濃 くあ った厳 格 な 中央 集権 的 な雰 囲気 を全 く持 た な い とい う こ とで あ った。 っ
ま り,そ の基 本 的 な理 念 は,既 存 の計 画 の調 整 を行 い整 合性 を持 たせ る ことで
あ る。NRW州 政 府 は,1987年 か らル ー ル地 域 の再 生 を賭 けて州 の産 業政 策 を
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分 権 化 させ る とい う政 策 に着 手 した。NRW州 で提 起 さ れた産 業 政 策 の分 権 化
は,公 式 に は 「産業 構 造 政策 の分権 化 」(decentralizationofstructuralpolicy)と
呼 ば れ て い るが,そ の主 た る 目的 は地域 レベ ル の開発 戦 略 を ま とめ る ことで あ
る。
産 業政 策 の分 権 化 を具体 化 す るた あ に,NRW州 政 府 は州 内 の地 域 を各地 域
の産業 政 策 の担 い手 とな る15の 地 域(region)に 区分 して
,各 々 の地域 ご とに
政府 機 関,民 間 企 業,大 学 ・研 究所,政 党}労 働 組 合 ,経 営 者 団 体 な どの関 係
団体 に よ って構成 され る地 域 協 議会 を設立 した(図3参 照)。 地 域協 議 会 の役 割
は,地 域 開 発計 画 をっ くり,そ れ を全体 の合 意 に よ って推進 させ る ことで あ る
。
地域 協議 会 の関 連 した組 織 ・団体 の積 極 的 な参 加 に よ って作 り出 され た協 調 や
対 話 を重視 す る産 業 政 策 は,今 日のNRW州 の産 業 政 策 の 主要 な特 徴 とな って
い る(図4,図5参 照)。
NRW州 の産 業 政 策 に見 られ るよ うな協 調 や対 話 を重 視 す る州政 府 段 階 にお
け る政 策 の展 開 は,州 レベ ル にお け るコ ー ポ ラテ ィズ ム(中 間的なコーポラティ
ズム=MesoCorporatism)と して説 明 され て い る
。中 間 的 な コー ポ ラテ ィズ ムに
関 す る事 例研 究 の巾 で は,BW州 の大 企業 に よ る 自治 を重 視 す る コー ポ ラテ ィ
ズムをcorporatecorporatism ,NRW州 の 対話 や合 意形 成 を重 視 した コー ポ
ラテ ィズ ムをstagedcorporatism ,ザ クセ ン州 の東 西 ドイ ッ統一 によ る経 済
的危機 へ の対応 と して の臨 時 的 な コー一ポ ラテ ィズムをCOntingentcorporat -
ismと して 分 析 が 行 わ れ て い る(Heinze&Schmid
,19臨 政 治}こ お け る雅 的
な傾 向が拡大 した ことと相 ま って,EUの もとで の統 合市場化 は ヨー ロッパ全
体 の規模 での自由な投 資に対す る地域聞の競争 を拡大 させてお りy投 資 を受 け
入れ るための政策や制度 を準備 す ることがで きた地域 に比較優位性 を もた らし
て いる。 ドイ ッで は伝統的 に国家 レベルの政治 と密接 に結合 した州政府 が確立
されてお り,基 盤整備 研究開発,技 術移転 な どを含む経済開発 の分野 での州
政府 の活動が ますます強 まって いることが注 目されて いる(Keating ,1993)。
NRW州 経済技術省 の報告 書 「地方分権化:NRW州 にお ける産業政策への
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視 した産 業 政 策 に関 す る新 しい ア プ ローチ の論 理 にっ いて次 の よ うに述 べ て い
る・「NRW州 の分 権 的 な産 業 政策 は,対 話 と協 調 の新 しい理念 に基 づ いて作 ら
れ て い る。 …州民,高 等 教 育機 関 ,産 業,労 働 団体,政 治 家 ,公 務 員 の関与 が
な くて は,分 権 的 な産 業 政 策 の実 現 は想 像 もで きな い こ とで あ
った。 …分権 的
な産 業 政 策 は髄 転 換 に関 わ るす べて の関 係 者 の一 致 し燗 与 が な くて は成 功
で きなか っただ ろ う。 社会 市場経 済 に お け る州 政府 の コ ン トロー ルの範 囲 は限
定 され て い るた め に・ 州 政府 だ けの力 で持 続 的 な構 造転 換 を 引 き起 こす こと は
不 可 能 で あ る」(MinistryofEconomicsandTechnology
,1992)。
石炭 産 業 や鉄 鋼 産 業 に長 鯛 依 存 して きた ル ール地域 の構 造 的 な 問題 は深 刻
で あ ったが・ 州 内 の他 地 域 も産 業 鰹 の悪 化 な どの問題 碗 え て い たの で
,時
間 が経 過 す る につ れて,ル ー ル地 域 の特権 的 な地位 に対 す る批 判 が 強 ま
って き
た。その結 果,「 石炭 ・鉄 鋼地 域 の将 来 の た あ の イニ シア チ ブ」の対 象範 囲 がす
べ ての地 域 に拡大 され,1989年 に は州 内 の全 地 域 を対 象 と した総 合産 業 政 策 で
あ る 「NRW州 の全 地 域 の将 来 の ため の イ ニ シアチ ブ」(Futurelniti
ativef。rthe
Regi。nsofNorth-RhineWestphalia)と して実施 され る こ とが決 定 され た
。
1950年 代 に は ル ー ル地 域 の経 済 の80%が 石 炭産 業 や鉄 鋼 産 業 に依 存 して い
た が,1990年 代 にな って その割 合 は30%に まで低 下 した
。産業 構 造 の多様 化 は
NRW州 の長期 的 な戦 略 で あ り,エ ネ ルギ ー,化 学,環 境 保 全,貿 易,サ ー ビス
部 門 な どの売 上 高 の 占 め る割 合 も次 第 に大 き くな って きた
。 今 日で は 自動 車 生
産 や プ ラ スチ ック加 工 もNRW州 繍 の聾 な部 分 を占 め て い る
.こ れ らの産
業 以 外 に も・ デ ュ ッセ ル ドル フの フ ァ ッシ ョン産 業,金 融 関連 産 業,展 示 ビジ
ネス}ケ ル ンの テ レ ビ関連 な どの情 報 通 信産 業 ,あ る いは観 光 や芸術 ・文 化 な
ど も経 済 の重 要 な構 成 要 素 に な って い る。 第三 次産 業 にお け る就業 者 は労働 力
全 体 の約58%を 占め てお り・これ は ドイ ツ全 体 の平均 を や や上 回
って い る割 合
で あ る。
NRW州 の30年 間近 くに わ た る産 業 政 策 を見 て み る と
,政 策 的 なパ ラ ダ イ
ムの転 換 が あ った こ とが よ く分 か る
。1968年 の 「ル・一ル開 発計 画」 に代 表 され
る初 期 の産 業 政 策 で は,中 央 集権 的 な計 画 の も とで の経 済 開 発 が考 え られ て い
(212)繍 のグ・一バル化と中間政府の台頭19
た.197・ 年代 には,石 炭産業や鰯 産業な どの伝統 的な産業 か ら離 れて・産業
政策の重点的な施策 として中小企業の技術革新 の促進が取 り上 げ られ るように
な って きた0
1980年 代 にな るとs技 術革新 が引き続 き産業政策 の重点 として取 り上げ られ
るとともに,産 業政策 の対象地域 と して ルール地域以外 の地域 も含 まれ るよ う
にな った。一方,州 政府 の役割 も見直 されて,経 済開発 を推進す るための政策
は州政府か ら地域 に分権化 された。逆 に,開 発概 念の策定やその実施 に当た っ
て,地 域 の関係 団体 を含 む必要性 が広 く認識 され るよ うにな った。 そ して,
1990年 代 に入 って,産 業政策の分権化 が本格的 に進 あ られ ることにな った。産
業政策 の分権化 の主要な 目標の一っ は,協 調 や地域 の主体性 を強化す ることに
よって地域 の意思決定 の効果 を改善す ることであ る。
産業政策 の分権化 によって もた らされた州政府 に とっての積極的 な意義 と し
て は,1)協 調 的な環境 の改善,2)地 域 の主体性 の強化・3)地 域段 階における
関係者間 の接触 の増加,4)欄 的な手続 きの確立・5)紛 争 の轍 と合意 の程
度 の増大,6)共 通資源 の活::)地 域 レベル1こおける個別政策 の統合・8)相
互の政治的 な支援,な どが挙 げ られてい る(HeinzeandHilbert,1994)。
NRW州 の産業政策 は二重 の課題 と対決せ ざるを得 ない。 すなわ ち,近 代化
を推進 す ることがで きなければ,地 域全体 の持続的な成長が長期的 には危険 に
さ らされ る。一方で,時 代遅れの産業構造 を一時的 に保存 で きなければ,社 会
的な結合力 は弱 まり,近 代的な経済構造 の基盤 が解体 して しま う,と い うこと
であ る。NRW州 の産業政策 の歴史 にはこの ジレンマが常 に反映 されて いる。
州政 府の産業政策 に対 してはy早 めにスクラップ化 され るべ きであ った産業を
保護 したために多 くの資源が浪費 されて しま った とい う批判 や,産 業政策 のあ
る要素 は少 な くとも変化 を促進す るよりも構造的 な硬直性 を生 み出す ことに貢
献 したので はないか とい う疑問が出されている。 これ らの見解 に対 して,産 業
政策 の擁護者 は,産 業政策関連 の様 々な施策 が段階的かっ進行 中の変化 に とっ
て重要な推進力を与 えたので,余 り大 きな社会 的な苦難 を引 き起 こさなか った
ので はないか と指摘 している。
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しか しなが ら,こ の よ うな積 極 的 な観 点 とは著 し く違 って
,NRW州 政府 の
.,..的 な政 策 アイ デ アの 中 に は失 望 させ られ る もの もあ る
こ とに注 意 す る必 要
が あ る。NRW州 の現 状 を考 慮 す る と,州 政府 と州 議 会 は産 業 政 策 の分 権 化 に
伴 って権 限 や 情 報 を地 域 に提 供 す る必 要 が あ る こ とは 明 らか で あ る(H
einze
andHilbert,1994)が ,産 業構 造 の転 換 が どの よ うに進 め られ た のか と い う疑 問
につ いて は,第3章 で テ ク ノ ロ ジーセ ンターや技 術 移転 に関 す る問題 を議論 す
る際 に検 討 す る こ とに した い。
(4)地 域 産 業政 策 と産 業 遺 産 の保 存
NRW州 の産 業構 造 の転 換 を検 討 す る上 で 忘 れ て はな らな い こ とは
,州 政 府
が 産 業政 策 の一 環 と して 主 に ル ール地 域 に存 在 して い る産業 遺 産 の保存 に熱
J、
に取 り組 ん で いる こ とで あ る。産 業 遺 産 の保 存 は
,IBAエ ム シ ャ1¥° 一 ク と呼
ば れ る産 業 遺 産 の保 存再 生 に重点 を 置 い た事 業 と閉 鎖 され た工場 や炭鉱 跡 地 な
ど を産 業 博 物 館 と して残 す 事 業 に よ って 進 め られ て い る
。 特 に,IBAエ ム
シ ャーパ ー ク事業 の特 徴 は,地 域 の広 域 的 な連 携 と産業 遺 産 な ど地 域 の持 っ歴
史 ・文化 を継 承 す る ことに あ る。
IBAエ ム シ ャーパ ー クは構 造 的不 況 地 域 で あ るル ー ル地 域 の再 生 を主 た る
目的 に して,NRW州 とエ ッセ ン,ド ル トム ン ト,デ ュイ スブル ク な ど17の 市
が1989年 か ら10年 計 画 で取 り組 ん で きた事 業 であ る
。IBAは 国 際建 築 展 覧 会
(lnternationaleBauausstellung)の 略 称 で,建 築 ・都 市 計 画 の分 野 で そ の時 々 の
縫 的 な テ ーマ を取 り上 げ・ そ れ を プ ・ ジェ ク トと して恒 久 展 示 す る とい う事
業手 法 の ことで あ る・ エ ム シ ャーパ ー クの文橡 地 域 は ル ール地域 の北 部
,人 工
河 川 で あ る エ ム シ ャー川 を中 心 に東 西 に延 び る約8万 ヘ ク ター ル の丘 陵 地 で
(図6参 照),石 炭 ・鉄鋼 の構 造 的不 況 ,高 失業 率,工 業 化 の結 果 と して の水質 汚
濁 ・土 壌 汚 染 緑 の破壊 な どの様 々 な問 題 を抱 え て い る
。
同 事 業 の 実 質 的 な推 進 役 とな って い る州 政 府 の 全 額 出 資 会 社 「IBAエ ム
シ ャー一パ ー ク計 画会 社」 は事 業 の基 本 方 針 と して
,① 緑 地 公 園 の整備 な ど自然
景観 の復 旧,② エ ム シ ャー川 の 自然 生 態 の 改善 ,③ 運 河 周 辺 を レク リエ ー シ ョ
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ンの場 と して整 備 ④ 伝 統 的建 築 物 を産 業 文化 財 と して保存 再 生 ⑤ 公 園 内 の
オ フ ィス整 備,⑥ エ コ ・ジ ーに配 慮 した住 宅 開 発・ ⑦ 福祉 ・文化 ・ス ポー ッ施
設 の整 備,な どを掲 げて い る(IBAEmscherPark,1996)・
これ らの方 針 に基 づ い て92近 くの プ ・ ジ ェ ク トカ弍働 られて い るが・ 産 業
遺 産 の保 存 再生 に重 点 を置 いて い る と ころが旧 本 で よ くあ る 「ス クラ ップ'
ア ン ド.ビ ル ド」方 式 と違 う点 で あ る。 か つ て ヨー ロ ッパ有 数 の炭 坑 で あ り,
1974年 に閉 山 した ボ ー フ ム納 の オ ラ ンダ炭 鉱 跡 地 の炭 鉱 用 巻 き上 げ櫓 は歴
史 的建 築物 と して その ま ま保 存 さ れて,跡 地1こ鍛 され る予 定 の諜 団地 の ラ
ン ドマー クにな って い る.ま た一 ユ ネ ン市 の 旧賃金 ホー ル もそ の一 つで あ る・
炭 鉱労 瀦 が給 料Rけ 取 る場 所 と して 使 わ れ て きた赤 茶 レンガ造 りの建 物
は,内 部が吹き抜け構造の表現犠 様式を伝える髄 な産業遺産で勢 内部
の基 本 的 な部 分 を残 しな が ら,会 議 場 に改 造 され るこ とに な って い る。
この よ うなIBAエ ム シ ャー一パ ー クの プ ロ ジ ェ ク トに対 して は当 初 か ら様 々
な批 判 が あ り現 在 もな くな って い るわ けで は ないが・IBAエ ム シ ャーノぐ一 ク
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急 速 に認 め られ る よ うに な って きた(KilperandW。 。d
,1995)。
一 方
・ エ ム シ ャ咽 一 クの よ うに限定 した地域 だ けを対象 とす るの で な く
,
ル ー ル繊 全 域 の閉鎖 され た鰍 所 高炉
・ 織 物 工 場 炭 鉱 鍛 な ど纏 業 博 物
館 と して保存 す る事 業 も198・ 年代 後 半 か ら別 に実 施 され てお り
,199sま
で に8ヵ 所 の施設 が産 業博 物 館 と して非旨定 され諺 復 工 郵 行 わ れ
て一 般 に公
開 され て い る。
た とえ ば,ド ル トム ン ト ・ボ ー ビ ングハ ウゼ ンの炭鉱(th
eZ。11ern皿/Ncol-
lie「y)は ・1898年 か ら19・4年 にか けて ゲ ル ゼ ンキ ル
ヘ ン炭 鉱 会社 に よ って 開
発 され た・最 先 端 の設 備 を備 え た炭 鉱 で あ った
.同 炭 鉱 は1966年 に閉鎖 され た
が・ 当時 の建 物 や設 備 はほ とん ど完 全 な ま まで残
った.そ の後,'`-rと し
て保存 され る ことが 決定 され諺 復 を経 て199・ 年 か ら一 般 に公開 され て い る
。
現 在 も建 物 の修復 作 業 が続 け られ て い る(写 真参照)
。
この よ うに過 去 の遺 産 を捨 て去 るの で は な く
,歴 史 ・文化 の継 承 が新 たな発
駒 土 台 で あ るとす る考 訪 は・IBAエ ム シ ャ咽 一 クや産 業 博 物齢 業 唖
要 な哲 学 で あ る・地 域 醗 は眠 に支 持 され る腰 が あ る とい う理 念 に基 づ し
、
て滴 の顯 轍 壊 す る よ うなや り方 は極 力 避 けて過 去 の
wを 新 た な発展
の基 礎 づ けに す る とい う考 え方 は
・ 歴 史 的遺 産 と開 発 との敵 に悩 むわ が国 の
ま ちづ くりや京 浜 工 業地 帯 の よ うな醐 発 の腰 な場 所 に と
って学 ぶべ きと こ
ろが多 くあ る。
3.NRW州 の 科 学 技 術 政 策 と テ ク ノ ロ ジ ー セ ン タ ー
(1)NRW州 の科 学技 術政 策
ドイ ツの科学 技 術 政 策 の 目標 の一 つ は技 術 移 転 を強 化 す る こ と
で あ るカfド
イ ツ は他 の先 進 工業 国 と比較 して・・イ テ ク産 業 の育成 に立 ち遅 れ た
.し か しな
が ら・1980年 代 に な って州 政府 の政 策 的 な主 導 で・・イテ ク蝶 育成 のた め
の テ
ク 加 ジーセ ンター(テ クノ・ジーパーク)の 鮪 が本 格 的 に始 あ られ た
.輌
ドイ ツのBW州 はハ イ テ ク産 業 の集 積 が進 ん だ地域 で あ り
,技 術 移転 や テ ク ノ
ロジー セ ンタ吻 整 備 を穂 的 に働 て きたが
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を も っと も広 範 囲 に進 め た の はNRW州 で あ った
。
連 邦政 府 か らの補 助 金 が極 め て少 ない ドイ ツで は
,地 域 的 な テ クノ ロ ジ_セ
ンター(イ ノベーシ ョンセンター)の 分 布 が連 邦 制度 の もとでの州 政府
の科 学 技
術 政 策 を よ り密接 に反 映 した もの とな って い る
.特 に,NRW,BW,ニ ー ダ ー
ザ クセ ンの各州 で は・ テ ク ノ ・ ジ磁 ン ター1ま科学 技 術 や経 済 を振興 し
,地 域
的 な不 均働 軽 減 と い う地 域 政 策 の 腰 を達成 す るた めの政 策 手段 と して重 視
され て い る。そ の中 で もNRW州 とBW州 にお け る科 学 技 術政 策 の展 開 は
,他
の州 と比 べ て注 目す べ き もの で あ る
。 しか し,ド イ ツの州政 府 主導 に よ るテ ク
ノ ロ ジー セ ン ター事業 は経 済成 長 や技 術競 争 力 の明 らか な象徴 で もな く
,そ の
地 域 の後 進 性 の明 白 橡 徴 で もな い(Sternberg ,1995)と い う点 に は留意 す る必
要 が あ る。
州 政府 の産 業政 策 蠣 成 要 素 と して の禾斗学 技 術 政 策 は詩 に中小 蝶 の基 盤
的 技 術 を強 化 す る た め の 前 グ ル ー プへ の 支 援 を行 って い る
.NRW州 政 府
は汰 学 や研 究 鞭 と中 小nを ネ ッ トワー クす る上 で のセ ンター と し磯 能
す る仲織 関 を特 に勧 して産業 に多様 な サ ー ビスを提 供 す る よ うな
,科 学 技
術 関 醜 設 の公 的 な基 盤 を創 出 す る ことで介入 的 な アブ ・一 チを取 り入 れ て し、
る。 これ らの仲 介機 関 や施 策 の 中 はNRW州 の技術 革 新 ・科学 技 術 ネ ッ トワー
クの中心 勢 力 で あ る4つ の支援 組織 によ って構成 され て い る 【1)産 業 界 にあ る
31の 研究 開 発 セ ンター,2)科 学 技 術 と民 間企 業 の間 の協 力 を促 進 す るた めの
技 術 移 轍 フ ィ ス・3).,..的 なnを 支援 す る働 の テ ク加 ジーセ ンター
,
4)技 術 や僕 鞠 に関 し縛 門 的 な企 業 間 の協 力 を灘 す る科 学 技 徽 関 や
関連 施 策】(HugginsandTh・malla199) 。
科学 技 術 ネ ッ トワー ク に関 す る これ らの4っ の 櫻 な政 策手 段 は
,NRW州
の企業,な かで も製 造 業 の約95%を 構成 し
,技 術 関 連 部 門 の労 働 力 の60%以 上
を 占め て い る中小 企 業 の競 争 力 を維 持 し強化 す る ことを 目標 と して い る
。
NRW州 で は・1980年 代 半 ば か ら産業 政 策 の 重要 な戦 略 と して テ ク ノ
ロ ジ_
セ ン ター事 業 の 支援 に よ るハ イ テ ク産 業 の 育 成 を始 め た
。 テ ク ノ ロ ジー セ ン
タ}はNRW州 の技 術革 新 ネ ッ トワー クの重 要 な部分 を構 成 して い るの で
,タ寸・1
0206) 経済のグローバル化 と中間政府の台頭25
政 府 は科学 技 術 計 画 の一環 と して テ ク ノ ロジーセ ンターの設 立 へ の 支援 を行 っ
て い る。 しか しな が ら,す べ て の テ クノ ロ ジーセ ンター事業 は地 域 の政 策 主導
に よ って推 進 され な け れば な らな い。 テ ク ノ ロ ジー セ ン ター は0般 に地域 の商
工会議 所,労 働 組 合,高 等教 育 機 関,研 究 所,銀 行,民 間企 業,地 域 協 議会 な
どが参 加 した共 同事 業 と して設 立 され運 営 され て い る。
② テ ク ノロ ジーセ ンタ ー事 業 の動 向
テ ク ノロ ジー セ ンターの建 設 に は,中 小 企業 を支援 す るた めの経 済 技術 計 画
を通 じて 財 政 的 な 支援 が行 わ れ て お り,NRW州 の テ ク ノ ロ ジ ー セ ン ター は
1996年 半 ば まで に計 画 中 の もの も含 めて64ヶ 所 にな った。1994年 まで に完成
した テ ク ノ ロ ジー セ ンター は48ヶ 所 で あ った の で,い か に急 激 に増 加 して い
るのか とい うこ とが分 か る(表3参 照)。 そ れ らの中 で も,オ ラ ンダ とベ ル ギ ー
の国 境 に近 い歴 史上有 名 な都 市 アー ヘ ンとル ール地 域 の 中心 都市 ドル トム ン ト
の2つ の テ ク ノ ロジー セ ンター は産 業 構造 転 換 の シ ンボ ル と見 られ て い る。
ドル トム ン ト ・テ ク ノ ロ ジ ー セ ン ター は1985年 に作 られ た ドイ ツの 中 で
もっ と も古 くか らあ る テ クノ ロ ジー セ ンターの一 っ で,も っ と も成 功 した もの
で あ る とい う評価 を得 て い る。1994年 現在,59の 事 業 所 が 立地 し,従 業 員総 数
は879名 で あ る。 同 テ ク ノ ロ ジー セ ン ター は ドル トム ン ト大 学 に 隣 接 した約
150の ハ イテ ク関連 企 業 が進 出 して い る ドル トム ン ト ・テ ク ノ ロ ジーパ ー クの
中 にあ り,そ のパ ー クの 中 に はフ ラ ウ ンホ フ ァー物 流 研究 所 や ロボ ッ ト工学 研
究 所 な どの様 々 な研究 所 も立地 して い る。 テ ク ノ ロジー セ ン ター は ドル トム ン
ト大 学 な どの研究 施 設 と協 力す る こ とによ って科 学技 術 関 連 の基 盤 や サ ー ビス
な どを提供 して い る。
ドル トム ン ト ・テ ク ノ ロ ジーセ ン ター は技 術 移転 研 究 所 と して当初 設 立 され
た が,現 在 で は ソフ トウ ェ ア と コ ン ピ ュー タ工学 の た め の重 要 な集 積 地 で あ
る。 同 テ クノ ロ ジーセ ンターに は イ ンキ ュベ ー ター と して の機能 よ り も,研 究
開 発機 関 と既 存 企 業 の間 の イ ンター フ ェー ス と して機 能 す る こ とが求 め られ て
い る。 ドル トム ン トの研 究 開 発 は 毛 と して コ ン ピュー タ工学,電 気 」二学,機 械
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工学,化 学 の分 野 に集 中 して い る。 さ らに,環 境 保 全技 術 や特 殊 素 材 の分 野 で
多 くの プ ロ ジェ ク トが実 施 され て い る。 この よ うな研 究 開発 機 関 の集 積 に よ っ
て,ド ル トム ン トは技 術 的 な共 同研 究,協 力,ネ ッ トワー キ ングな どの点 に関
して ドイ ッで もっ と も成 功 した地 域 の一 っ とな って い る(HugginsandThoma-
11a,1995)0
アー ヘ ン ・テ クノ ロ ジーセ ンター は,ア メ リカの経済 雑 誌 「ビジネ ス ウ ィー
ク」 によ って ハ イ テ ク産業 育成 に よ る ドイ ッ経 済 再生 の旗 手 と して取 り上 げ ら
れ,「 ア ーヘ ンは シ リコ ンバ レーで はな いが,そ の政 策 は明 らか に地 域 経 済 を再
活 性 化 させ,技 術移 転 を経 済 成 長 のた あ の重 要 な構 成 要素 に した」 と して高 く
評 価 されて い る(Schares,1994)。
同 テ ク ノ ロ ジー セ ン ター は1984年6月 に アー ヘ ン工 科 大学 キ ャ ンパ スの古
くな った工 場 を改造 した建 物 か ら始 ま った。 アーヘ ン地 域 で は炭鉱 の閉 山 によ
り石 炭 産 業 や 関 連 産 業 な どで 大量 の失 業 が発 生 す る ことが 懸 念 され るよ うに
な った。 そ こで,産 業構 造 の転 換 を進 め るた め に は地域 が一体 とな った政 策 的
な行 動 が必要 で あ る とい う認 識 が広 ま り,活 発 な投 資 の促 進 を通 じて産 業 構 造
の転 換 を奨 励 して い く ことが 提 案 され た。 ア ーヘ ン地域 は,就 業人 口 に 占め る
科 学 者 ・技 術 者 の割 合 が ドイ ッで もっ と も大 き く,ヨ ー ロ ッパ で も っと も大規
模 な工 科 大学 で あ る アー ヘ ン工 科 大学,情 報 通 信 関連 企 業 の約400あ る研 究 開
発 セ ン ター な ど も立 地 して お り,科 学 技 術 の集積 が ヨー ロ ッパ で も っと も進 ん
で い る地域 で あ る。
1984年 に創 設 さ れ た ドイ ツで2番 目 に 占 い ア ー ヘ ン ・テ ク ノ ロ ジ ー セ ン
ター は,「革 新 的 な ア イ デ アを 市場 性 の高 い製 品 に転 換 す る」とい うこ とを モ ッ
トー に,ア ーヘ ン地 域 の科 学 技術 の集 積 とい う立地 上 の条 件 を生 か して新 規企
業 の ス ター トア ップ に取 り組 ん で きた。 テ ク ノ ロ ジーセ ン ター事業 を推 進 す る
た め の マ ネ ー ジ ャー 役 と して 設 立 さ れ た ア ー ヘ ン技 術 革 新 ・技 術 移 転 協 会
(AGIT)は,ア ーヘ ン商 工 会議 所,ア ーヘ ン市,周 辺4つ の郡,ア ーヘ ン工 科大
学,地 域 の産業 界 代表 な どが株 式 を保 有 す る アー ヘ ン地 域 の経済 開発 公社 で あ
る(図7参 照)。 その 中心 的 な機 能 は,ス ター トア ップ企 業 に対 して 広範 な支援
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サ ー ビスを提 供 す る こ とで あ る。
AGITは 現在3っ の建 物 の運 営 を行 って い る。 も っと も古い施設 は,ア ー ヘ
ン工 科 大学 キ ャ ンパ ス内 の 古 い⊥場 の建物(4500㎡)を 改 造 して作 られ た テ ク ノ
ロ ジー セ ン ターで,技 術 主導 型 の企業 の ス ター トア ップを支援 して い る。1993
年 春,ア ー ヘ ン市 内 中心 部 に新 た に テ ク ノ ロ ジーセ ンター ・ヨー ロ ッパ プ ラザ
が完 成 した。 これ は前者 の2倍 以 上 の床面 積 を持 つ施 設 で,新 しい 世代 の テ ク
ノロ ジー セ ン ター と呼 ばれ,オ フ ィス スペ ー スだ けで な く,実 験 室 や大 規 模 な
会 議 室 も用 意 され て い る。 同年 秋,大 学 病 院 隣 接 地 に医療 テ ク ノ ロ ジー セ ン
ター が オー プ ン したが,こ れ は医療 技 術 に関す る研 究 開発 や起 業化 を促進 す る
ことを 目的 に設 立 され た もの で あ る。
科学 技 術 の集 積 とい う優 れた立 地条 件 を背景 に して,ハ イ テ ク関 連 の新 規事
業 の ス タ ー トア ッ プ は効 果 的 に進 め られ て き た。1994年 ま で の10年 間 に,
ア ーヘ ン ・テ ク ノ ロ ジーセ ンタ ーで は80社 以 上 の ハ イ テ ク関連 の新 規 企 業 が
ス ター トして,そ の うち の40社 以上 が既 に ア ー ヘ ン地 域 で一 人 立 ち した企 業
と して成 功 を納 めて い る。
新 規 企 業 が テ ク ノ ロ ジーセ ンターに 入居 す る前 に,AGITと 商工 会 議 所 は共
同 で 企 業 の創 設 者 を対 象 に して経 営 や 資 金 調 達 な ど に関 す る助 言を行 って い
る。 な お,AGITは3つ の テ ク ノ ロ ジーセ ンターの運 営 を行 って い るだ けで な
く,中 小企 業 を対 象 に した レーザ ー技 術,表 面 加 工技 術,セ ンサ ー技 術,CIM
な どに関 す る技 術 移転 事 業 や地 域 の経 済 構造 を再 生 させ る ことを 目的 と した技
術 主導 型 の経 済 開 発 事業 な ど も推 進 して い る。 そ の運営 は非常 に高 く評 価 され
て い るが}テ クノ ロ ジーセ ンター に は弱点 も存 在 して い るよ うで あ る。技 術 革
新 に関 す る ネ ッ トワー キ ングの良 い事 例 と見 られ て い るが,少 し閉鎖 的 な地 域
特性 の た め に ほ とん どの ネ ッ トワー ク化 は偏狭 で あ る とい う評価 を受 けて い る
(HugginsandThomalla,1995)o
③ テ ク ノ ロ ジー セ ンター の評価
テ ク ノ ロ ジーセ ンター は官 民 パ ー トナ ー シ ップの典型 的 な事 例 と言え る もの
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で あ る。テ ク ノロ ジー セ ンター とと もに イ ノベ ー シ ョンセ ンター は,過 去15年
以 上 の間 多 くの団 体 が関 与 し,ド イ ッ全土 を ほ とん ど含 む技 術 移転 ネ ッ トワ ー
クの 出現 を促 進 した。 テ クノ ロジー セ ンター とイ ノベ ー シ ョ ンセ ンターの主 要
な機 能 は,本 質 的 に地域 に と って固 有 の企業 を対 象 に研 究機 関 や高 等教 育 機 関
に よ って提供 され る情報 と と もに,所 有 す る情 報 の公 開 や移 転 を行 うこ とで あ
る。
ルー ル大学 のEichenerは rテ ク ノ ロ ジーセ ンター に は次 の よ うな乗 数 効 果
が あ る と指摘 して い る(Eichener ,1993)。
1)雇 用 や産 業構 造 の多様 化 に関 す る直接 的 な数量 効 果 とい う もの は
,地 域 に お
け る全 体 的 な失 業率 と比 較 す る と規模 的 に は中程 度 で あ る
。
2)創 出 され た雇 用 は,一 般 的 に高学 歴 者 を対 象 と した高給 で熟 練 を要 す る もの
で あ る。 この こ とは,有 能 な若 い人材 を地 域 に引 きっ け る こ とが で きるか
,少
な くと も地 域 に定住 させ て頭 脳 流 出を 防止 で きる こ とを意 味 す る
。
3)テ クノ ロ ジーセ ンター は,地 域 の産 業構 造 転 換 の 重要 な シ ンボ ル とな って お
り・ 地域 イメ ー ジを変 え る こ とに も貢 献 して い る。
テ ク ノ ロジー セ ンター はT研 究 所,革 新 的 な企 業 ,ス ター トア ップ企 業 と経
済 開 発 に関 与 した関 係 者 との間 の安定 的 な関係 を組 み 立 て るた め の具 体 化 の場
と して機 能 す るよ うに見 え る し,地 域 レベ ル にお け る基 礎研 究 や 応用 研 究 と生
産 との間 の 協 力 を組 織 化 す る手 段 も提供 して い る。 一 方,研 究上 の専 門 的知 識
を 企 業 の ニ ー ズ と結 びっ け るの で,技 術 移 転 の プ ロ セ ス を速 あ る こ とが で き
る。
ドイ ッの テ ク ノ ロ ジーセ ン ター は,他 の西 ヨー ロ ッパ 諸国 の場 合 と同 様 に,
連 邦 政 府,州 政 府,地 方政 府 に と って経 済 成 長 や技 術 革新 の促進 の た めの大 変
評 価 の高 い手段 にな って い る。 テ ク ノ ロ ジーセ ンター はそ の評価 の高 さに も関
わ らず,非 現実 的 な 目機 不 満足 な立地 上 の条 件t特 定 分野 の技術 や特 定規 模
の 企業 に対 す る公 的 な振 興 策 に関 す る政 治 的 な疑 問 の ため に
,そ の 当初 か ら論
争 の的 にな って きた(Sternberg,1995)。 しか しなが ら,ス ター トア ップセ ンタ_
や イ ノベ ー シ ョ ンセ ン ター を含 め て テ クノ ロ ジー セ ンター は,知 識 集約 型 ・技
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術 集 約型 の企 業振 興 を 目標 とす る地 域 の経済 政 策 や科 学 技術 政 策 に と って の最
初 の政 策 手 段 で あ る ことは間違 い ない し,臓 集 約 型 ・技 術 集 約型 のn立 地
に大 きな影 響 を持 って い る こ と も事 実 で あ る(Sternberg,1990a)。 問題 は,そ の
よ うな燃 集 約 型 岐 術 集約 型 の企業 振 興 が政策 目標 と して正 し くて も 政策
担 当者 が市 場 にお け る需要 と供給 を きちん と考 慮 に入 れ て政策 形 成 が行 わ れて
いた か ど うか とい う ことで あ る。
その こと はNRW州 で は特 に問題 とな る.テ ク ノ・ ジー セ ン ター が地 域 の産
業構 造 轍 の重 要 な シ ンボ ルで あ って も,表3rNRW州 の テ ク ノロ ジー セ ン
ター」 に明 らか にな って い るよ うに,多 くの テ ク ノ ・ ジーセ ン ターに と って事
業所 誘 致 や 雇用 創 出 は困 難 で あ る ことが よ く分 か る。 テ ク ノ ロ ジーセ ンターの
鰍.整 備 に は多額 の州財 源 だ けで な く,連 邦 政府 やEU(EC)の 公 的 財源 力§技
入 され て きた が,市 場 の需 要動 向 を きちん と把 握 して公 的 支援 が 行 わ れ た とは
とて も思 え な い内容 で あ る。
ロ ボ ッ ト工 学,マ イ ク ロエ レク トロニ クス,レ ーザ ー技 術 光電 子,バ イ オ
テ ク ノ ロ ジー,環 境 保 全技 術 な どの科 学 技 術分 野 の就 業 者 数 は既 に80万 人 以
上 に な って い る が,ア ー ヘ ンや ドル トム ン トの よ うな成 功 した ケ ー スを 除 い
て,NRW州 の多 くの テ ク ノ ・ ジー セ ン ター に は科 学技 術 分野 の企 業 か らの需
要 が ほ とん ど存 在 しな いか,第 一 世 代,第 二 世 代 の テ ナ ン ト企 業 が テ ク ノ ロ
ジー セ ンター を出 て い った後 に続 く入 居希 望 の企 業 が減 少 して きて い る。
この よ うな点 につ いて,HugginsとThomallaは 余 りに も短 期 間 に余 りに
も多 くの関 連 した施 策 が導 入 され た のか ど うか・ ま た長 期 的 に見 て これ らのす
べ て の サ ー ビスの ため に将 来市 場 が存 在 す るのか ど うか を検 討 す べ きで あ る こ
とを指 摘 して い る。 ドル トム ン ト東 部 の地 域 に は既 に余 りに多 くの テ ク ノ ロ
ジ_セ ン タ_が 立地 して お り,サ ー ビスの供 給 過剰 とい う事 態 が生 じて い る。
それ故,テ クノ ロ ジー セ ンター事 業 とそ の概 念 につ いて多面 的 に再 検討 す る こ
とが今 日で は必 要 とな って い る(LatniakandSimonis,1994)。
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4.BW州 の 産 業 政 策 の 動 向
(1)BW州 の産 業 構 造 の特徴
轍 の著 しい繍 成 長 に よ って非 常1こ高 い評 価 綬 けて い るBW州 は
,フ ラ
ンス国 境 に近 い南 西 ドイ ツに位 置 して お り
sシ ュ ツ ッッガ ル トが 州 都 で あ る。
人 口(1010万 人)・ 面積 と もに ドイ ツで3翻 に大 きな州 で あ る
.195。 年 代初 め
に労 働 力人 ・の1/4を 占め て い儂 業 部 門 の就 業 人 ・が そ の後 急 速 に減少 し
,
1950年 に は14・ 万 人 で あ った製造 業 就 業人 ・が1970年 に は23・ 万 人(就 業人
。
の轍 比55・9%)の ピー クに達 した
・同年 の西 ドイ ツ全体 の製 造 業 就業 人 。蠣
成 比 は48・9%で あ った・1993年 の統 言fデー タを見 て も
,同 州 の製 造 業就 業 人 。
の構 成 比 は43 .5%でaド イ ツ平 均 の37 .3%よ り もは るか に高 い害恰 で あ る
.ま
た・GDP中 の第2次 産 業 の轍 比 駄 きな害拾 砧 め て い る(表 惨 照)
.他 の
OECD諸 国 と比 較 して み る と・ 躰 を例1外と して,BW州 及 び ドイ ツ全 体 の製
造 業 就 業 人 ・ の轍 比 は平均 を は るか に上 回 って い る こ とが よ く分 か る(図8
参照)。
BW州 の繍 成 長 に は(ド イツの場合 も同様 に洲 レベ ル の職 業 訓練 需渡
,研 究
開発 基盤 技 術 移転 機 関・ 労 使 の協 力 関 係,政 策 金 融 機 関 な どの様 々 腰 因 が
醸 な役 割 課 た して きた・ 同州 のユニ業 化 戦 略 の成 功 は機械 自動 車 電 機 .
電 子 な どの産 業 鍾 点 的 に育成 して きた こ とに基 づ い てお り
,こ れ らの産 業 は
今 で は同 州 の基 幹 産 業 と な って い る.こ れ らの蝶 の就 業 人 ・ は195。 年 か ら
1994年 まで に約4倍 に増 加 した(図9参 照)
。
BW州 の失業 率 は これ ま で ドイ ッの平 均 失 業 率 よ り も低 く推 移 して きた が
,
繍 の グ・一バ ル化 の も とで国 際 的 な水平 分 業 が進 む こと によ って
,現 在 で は
BW州 繍 も失 業 率 の 上昇 や基 幹 産Eこ お け る就 業 人 ・ の減 少 な どの騰
に 直
面 す る よ うに な って きた(図1・ 参照) .一 方,199・ 年秋 の ドイ ツ統一 後,旧 東 ド
イ ツ地 域 か らの人 ・流 入 が増 加 して きて お り
,BW州 の外 国 人労 鯖 の割合 は
1993年 に はす で に人 口 の12 ・7%に 達 して い る こ と もあ って,州 経 済 に と って
新 たな問 題 にな って きて い る。
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表4経 済構造 と就業 構造 の変化(1970-1993年,BW州 と西独)
第1次 産 業
第2次 産 業
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図10失 業 率 の 変 化(1950-一 一1995年


























人 口240万 人 の シ ュッ ッッガ ル トを 中心 とす る地域 は州 内 で製 造業 の集積 が
も っと も進 ん だ地 域 で あ り,2133あ る製造 業 の事業 所 で約46万 人 が雇 用 され
て い る。 これ はBW州 の製 造業 就 業 人 口の1/3に 当た る人数 で あ る。 同地 域
の製 造 業 に は,特 定 産 業 の地 理 的 な集 中 と部 門別 の専 門化 とい う特 長 が あ る。
同 地域 の産 業別 の特 徴 の一 っ は資本 財 生 産 の集 積 に あ る。1988年 の製 造 業就 業
人 口全 体 に 占め る資 本 財 生産 に関 連 した就 業 人 口の割 合 は,ド イ ッ全体 が55%
で あ るの に対 して,BW州 全 体 が65.5%,シ ュ ッ ッッガ ル ト地 域 だ けを取 り出
す と78.2%と な って お り,ド イ ツの平 均 よ り もは るか に高 密 度 な産 業集 積 で あ
る0
そ れ らの 中で,機 械,自 動 車,電 機 ・電 子 な どの産 業 は大変 強 い国 際競争 力
を持 って お り,輸 出 市場 で も成 功 を収 あ て い る。BW州 の輸 出率 は過去 数10年
にわ た って ドイ ッの輸 出率 を上 回 って きた(図11参 照)。 特 に,シ ュ ッ ッッガル
ト地 域 の製造 業 輸 出 の90%近 くは資 本 財 輸 出で あ り,1994年 の輸 出 率 は工作
機 械 が44.9%,自 動 車 が45%,電 機 ・電 子 が33.4%と な って い る。BW州 経 済
の成功 は これ らの産 業 部 門 の集 積 に よ る と ころが大 きい。BW州 経 済 の中 に 占
あ る中小 企 業 の集 積 は大 きな もの で あ るが,中 小企 業 が必 ず しも経 済 の中心 的
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な役 割 礫 た して きたわ けで は な い(Schmitz
,1992).特 に,シ ュ ツ ッッガ ル ト
地 域 で は グ ・一 バ ル 戦 略 の も と で事 業 展 開 を 行 って い る大 蝶(Mercedes ,
Bosch,AlcatelSEL ,IBM,Porscheな ど)が 支 配 的 で あ る
。 この点 で,旧 西 ドイ ッ
の他 州 よ り もBW州 に お いて 中ノ1・蝶 が 繍 活 動 に
i一 力 鱒 って い る と仮
定 す る こ とは誤 った見方 で あ る(HeidenreichandKrauss
,1996)。
BW州 のL作 機 械 産 業 は技 術 革新 と優 れ た品 質 に よ
って高 い評価 を受 けて い
るが・ 工 作鰍 メ ー カ澗 の柔軟 な協 ノ潤 係 樋 じた調 整 に よ る …一..化 を実 現
した ことが その成 功 の ひ とっ の原 因 と 言わ れ て し・る
.工 作 機械 蝶 にお け るよ
うな蝶 間 の密接 な分 業 体 制 は::業 や電 槻 電 子蝶 に も見 られ るが
,
産 業 別 に か な りの違 いが あ る こ と も事実 で あ る
.た とえ ば庵 機.電 子 蝶 の
分業 体 制 は大 企 業 によ る組 み合 わ せが行 わ れて い る
。
僕 間 の 協 欄 係 はBW州 の蝶 モ デ ルの 中 心 的 な特 徴 と して評 価 され る
傾 向 に あ るが洲 繍 の成 長 と企 業 間 の協 欄 係 につ いて は様 々 な議謝 弍提 起
され て い る こと瑠 意 す る必要 が あ るだ ろ う
.特 に,HeidenreichとKrauss
の論 文 の中 で は・ この問 題 につ いて詳 細 な検討 を行 い鐘 業離 や蝶 間
の関
係 につ い て の搬 的 な評 価 に疑 問 を提 起 して い る
.す なわ ち,晒 ドイ ツの他
州 と比 較 してBW州 の競 争 的 な蝶 の 間 に協 力 関 係 が よ り多 く発 生 して い る
と考 え る根 拠 は な い(HeidenreichandKrauss
,1996)こ とをキ旨摘 して い る。
BW州 は・熟 練 労 働 協力 的 な産業 関 係滴 度 に発達 した研 究 開 発基 盤 地
域産 業 政 策・ 鋪 機 関 と蝶 間 の密 接 か っ長 期 的 な1縣 な どに よ
って,ド イ ツ
だ けで な くヨー ッパ 叫 で も繍 成 長 の雛 役 と見 られ て きた
.酬 は研 究
開発 基 盤 を持 って い るだ けで な く・ 産 業 の研 究 開鍛 資 も非 常 に大 きい.連 邦
政府 発行 の研究 開 発 報舗 に よれ ば,BWグ 寸　は ヨmッ パ の中 で研 究 開発 の集
積 度 が も っと も高 く・ 研 究 開発 関 連 の人材 力ま最 も多 櫟 ま っ馳 域 の_つ で あ
り・ ま た1992年 の人 ・一 人 当 た りの科 学研 究 費 は
,ベ ル リン,ブ レーメ ン,.、
ンブル グの各 市を 除 いて・ 州政 府 の中 で もっ と も多 い ことが明 らか に な って い
る(BundesberichtF'Lorschung ,1993)。
人 肝 人 当 りの研 究 開発 関連 の就 業 人 ・を西 ドイ ツ全体 と比 較 して見 る と
,
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高 等 教 育機 関 や大学 以外 の公設 研 究機 関 で は 目立 った違 い はな いが,経 済部 門
で はBW州 の集 績 が著 しい(図12参 照)。 ま た,産 業 分 野 別 の研 究 開発 関 連 の就
業 人 口 の割 合 を 見 る と,BW州 で は電 機 産 業 と 自動 車 産 業 で の集 績 が 大 き い
(図13参 照)。 そ の こと は製 品等 の輸 出割 合 の国 際比較 に も顕著 に現 わ れ て い る
が,BW州 のハ イテ ク製 品 の輸 出割 合 は フ ラ ンスや イ ギ リス と比 較 して 大 き く
な い こ とが分 か る(図14参 照)。
②BW州 にお ける産業 政 策 の動 向
同 州 の科 学技 術 に関 す る施 策 は多 くの注 目を集 めて い るが,そ れ は州 政府 の
科 報 術 政策 の ため で あ る とい うよ り も・ 多 くの大$}や 研 究 所 な どの高 等 研究
機 関,シ ュ タイ ンバ イ ス財 団(theSteinbeisF・undati・n)な どの科学 技 術 振 興 や
技 術 移 転 に関係 した外部 機 関 が果 た して い る役 割 の た めで あ る。 同財 団 はBW
州 が 中小 企 業 の活 性化 を図 り,州 内大 学 の研究 能 力 や技 術 を移 転 す るた め に設
置 した もの で,現 在,同 財 団 は約220あ る技 術移 転 セ ン ター(テ クノロジーセ ン
タ_)の ネ ッ トワー クを通 じて技 術 移転 や科学 技 術 の振 興 を進 めて い る(図15
「シュタイ ンバイス財団 と技術移転」参照)。
BW州 の テ ク ノロ ジーセ ンター は工 科 大学 な どの付 属機 関 とな って い る もの
が多 く,こ れ らの セ ン ター を通 じて 工科 大 学 の教 授 た ち は中小企 業 の専 門 的知
識 製 品,品 質 管理 な どの 開発 に密 接 に協 力す る ことがで き る。 現在 で は ヨー
ロ ッパ各 地 に技術 移 転 の ため の テク ノ ロ ジーセ ンターを置 き受 託 研 究 も行 って
い る。 この よ うな施 策 に代 表 され る地方 分 権 的 な技 術 革新 と技 術移 転 に関 す る
理 念 や これ まで の政 策 上 の実 践 はBW州 の科 学 技 術 政 策 を理 解 す る上 で 重要
で あ る0
BW州 議 会 で は保守 的 な キ リス ト教 民主 同盟(CDU)が 多数 派 で あ るが,技
術 革 新 のた め の政 策 推進 が必 要 で あ る との認識 の も とに積 極 的 な科 学 技術 政策
や産 業 政 策 が展 開 され て い る。 ドイ ッの州政 府 は科 学 技 術政 策 の分野 で連 邦政
府 に対 す る も っと も強 い 自治権 を保 有 して い る(Schmitz,1992)。BW州 の科学
技 術 政 策 は様 々 な組 織 や施 策 に よ って 行 わ れて い る。
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州政府 は技術 革新 を促進 す るために,① 大学 など高等研究機関 に対す る支援
策,② 技術移転 の支援策,③ 人材開発 のための教育 と職業訓練へ の支援策,④
起業家 に対 す る財政 的 な支援策,な どの施策 に よ って基盤づ くりを進 めて き
た。
① 大学 な ど高等研究機関 に対す る支援策
BW州 の大学 にお ける学術研究 は,他 州 と同様 に科学 と工学分野 に集 中 して
い る。 シュツ ッツガル トの電子工科大学,カ ールスルー工大学 の情報化研 究セ
ンター,ウ ルム大学 の レーザー技術研究所 などで は応用科 学が重点的 に研究 さ
れて いる。州政府の最近 の大学 に対す る支援 と して は,新 素材研究(工 作機械へ
のセラミック利用)や 自動化技術 に重点 を置 いた施策が行われて おり,応 用科学
の分野 における官民協力 の推進 も重点 とされて いる。 また,科 学都 市ウルムの
建設 も官民協力の もとに行 われて きた。
(191)



































































































































































































































































































































































































































































































































































































(190) 経済 の グロー一バル化 と中間政府の台頭41
② 技 術 移転 の支 援策
BW州 に お け る技 術 移 転 の支 援 策 は シ ュ タイ ンバ イ ス財 団 を 中心 に実施 され
て い るが,同 財 団 以外 に もい くつ か の機 関 が新製 品や 新 しい製造 工 程 を導 入 す
るため の様 々な検 討 段 階 で技 術 的 な助 言の提 供 や手 配 を行 って い る。 同財 団 に
と って科 学 技術 政 策 を戦 略 的 に推 進 す る こ とが主 要 な任 務 で あ り,科 学技 術 に
関す る 「セ ンター」 と して機能 す る とと もに,州 全 域 にテ クノ ロ ジーセ ンター
を立地 させ て起 業 家 へ の助 言 や専 門的 な援 助 を提 供 して い る。
これ らの技術 移 転 セ ン ターの い くつ か は工科 大 学(Fachhochschulen)に 付 属
して お り,地 元 の企 業 と密接 に働 く ことに よ って技 術 的 な問 題 や関連 した経 営
上 の問 題 に関す る支援 業務 を行 って い る。 この よ うな専 門 的 な技 術 支援 サ ー ビ
スの分 権 的 な ネ ッ トワー クの存在 がBW州 の科 学 技術 政 策 の特 色 で あ る。産 業
も資 金 調 達 や 技 術 移 転 に関 連 した サ ー ビ スの組 織 化 に様 々 な形 で 貢 献 して い
る。 この よ うな 技 術 移 転 へ の支 援 策 は州 内 に あ る カ ー ル スル ー エ ・テ ク ノ ロ
ジー パ ー クな どの10ヵ 所 の テ ク ノ ロジーパ ー クに も適 用 され て い る。
③ 人材開発 のための教育 と職業訓練へ の支援策
これ らの支援策の中で取 り組 まれた製 品や生産工程 の技術革新 を促進す るこ
とは,人 材育成 の手段で もあ る。教育 と職業訓練への公的な支援策 は科学技術
政策 の中心的な部分 であ り,3工 業大学 を含む大学,地 元企業のニー ズと密接
に結 びっ いたカ リキュラムを編成 して いる工科大学,実 習生のための職業訓練
学校 に対す る支援 が行われている。 なお,職 業訓練学校の実習生 は地元の会社
で週3日 働 き,職 業訓練学校 で週2日 授業を受 けて いる。教育 と職業訓練 に関
す る制度 は ドイッの他州 の制度 と基本 的に同 じであるが,産 業 との協力が より
密接 に行 われてい るのがBW州 の特徴であ る。
④ 起業家 に対す る財政 的な支援策
BW州 の科学技術政策 は これ まで高い評価を受 けて きたが,新 保守主義的な
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立場 か らの批 判に もさ らされて いる。特 に,個 別企業 に対す る支援策が市場経
済 の原則 に反 す るとして批判 されて いる。個別企業 に対 す る支援策 として は
,
起業家 のための財政的 な支援 の提供 を計画 した諸施策がある。具体的 には,◇
新製品 や新規 の生産工程 の開発,◇ 新 しい技術の実用化,◇ 技術集約型 の新規
企業 の設 立・ などが対象 とな っている。補助金 は余 り一般的でな く
,主 に助成
信用状が支援策 と して用 い られて いる。
BW州 の経済成長の要因を検討 してみ ると,こ こで取 り上 げてい るよ うな明
示的 な科学技術政策 などが重要 な役割 を果た していることが分 か る
。BW州 の
個別企業 に対す る科学技術関連の支援策 は,1990年 に ドイッ全体の関連 支出の
39%(同 年の同州のGDPの 構成比は ドイッ全体の16%)を 占あていた し
,そ の他 の
科学技術政策関連 支出の割合 も人 きか った。
しか し,高 等研究機関への支援策 には他州 との際だ った違 いは見 られない
。
BW州 とNRW州 の支出を比較 してみ ると,研 究機関 の数 や種類だ けでな く支
出構造の面 で も同 じような傾 向を示 している ことが分か る。 そこで,BW州 の
科学技術政策が質 的に比較優位 にあ るかど うかを検 討す る必要 がある。BW州
の科学技術分野 を考え る上 での現状 の特徴 と しては以下の ような点 が整理 され
てい る。
第一一1こ・BW州 の学術研究 や高等教育 は,ド イ ツの他州 と比較 して応用科学
を強調 した内容 とな って いることであ る。第二 に,BW州 は技術移転 の分野で
の数 々の施策 によ って これまで先駆的 な役割を果た して きた ことであ る
。その
一つ の事例 が フル トベ ンガー ・モデル事業で
,大 学の教員 は産業 による新技術
の開発 な どを援助 す るために一時的に教職 を離 れる ことがで きるよ うにな
って
いるが,今 日ではほとん どの州で同様の制度が採用 されて いる
。第三 に,州 政
府 の合意社会形成 プロジェク トの もとで,技 術革新 のたあに州内のすべての関
係者の協力体制を確立す ることが重要 であると認識 されているが,NRW州 の
場合 と違 ってaBW州 の労働団体 は技術革新 の分野 にほ とん ど関与 していない
ことで ある。最後 に,科 学技術政策 の推進 のたあに,州 政府 は行政 改革 を実施
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し よ う と し た が,様 々 な 条 件 の た め に 断 念 せ ざ る を 得 な か っ た こ と で あ る
(Schmitz,1992)o
5.経 済 の グ ローバ ル化 の も とで の リー ジ ョナ リズム の 役 割
(1)NRW州 の産業政策 に関す る評価
ルール地域を擁す るNRW州 は,19世 紀 の ドイツにお ける産業革命以来,石
炭産業 と鉄鋼産業 を基盤 として発展 して きた世 界で も有数 の工業集積地 であ
る。 しか し,伝 統 的な工業地域であ るが故 に,産 業構造 の転換 の中で長期的な
産業の衰退や就業人 口の減少 とい う地域経済 の深刻 な問題 を経験 し,産 業 の空
洞化 に も1960年 代 か ら取 り組 んで来 た。長 い間の リージ ョナ リズム的な政策
の積み重 ねの結果 として,産 業構造 の転換 に対応 す るためには,地 域 の分権 的
な政策形成能力を重視 し,製 造業 における基礎的技術 の集積や研究開発機能 の
強化 を図 るための政策 を推進す る必要 があるとい う認識 が生 まれた。
技術移転 と職業訓練 を強調 す るとい う政策 は,こ れ まで一般的であ った伝統
的な政策 の枠組 みか ら離 れて,知 識集約型 ・技術集約型 の経済開発戦略 をより
強力に推進 しよ うとす る政策理念 の変化を象徴 してお り,そ の ことは科学技術
ネ ッ トワークの構築 を最重点課題 と考え るNRW州(そ して ドイッ全体)の 政策
アプローチの本質 を表 している。
30年 近 くに及ぶNRW州 の地域産業政策 の発 展 を検討す ることに よって,
産業政策の はっき りしたパ ラダイム転換が明 らか にな って いる。特 に,1990年
代 には産業政策 の分権化(regionalizedindustrialpolicy)と 呼 ばれている新 たな
パ ラダイムの躍進 があった。産業政策 の分権化 のプ ロセ スの中で,州 政府 はそ
の役割を まとめ役 や議長役 などに制限 して,地 域 で どのような政策 を採用すべ
きであるのか とい うことについて は地域 のすべての関係者の話 し合 いで決定す
るように した。 このような協調型 ・対話重視型 の産業政策 は州政府や様 々な関
係者の協力 によって大 きな共働作用 を行 う・∫能性が あることを示唆 してい る。
しか し,テ クノロジーセ ンター事業 に明 らかなよ うに,地 域 に政策 の決定権
を委任 して しま って広域的 かっ総合 的な政策調整を怠 った場合 には,需 要 を伴
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わない施設が乱 立 して資源や財源が浪費 され るとい う結果を生 じて しまった
。
ここに広域的,総 合的 な政策調整機 関 と しての州政府 の役割 を見直す必要性 が
生 まれている。
NRW州 のよ うな複雑 な経済 ・社会的 な条件 を抱 えた地域で
y仮 に州政府 の
政策 的 なイニ シアテ ィブが取 られず に市場 の調整作用 に任 せ られていたな ら
ば,ル ー一ル地域 を中心 と したNRW州 の経済的な状態 は現状 よ りもはるか に劣
悪であ った可能性が大 きい ことは間違 いない(Bade,1995)。 いずれに して も,
NRW州 の産業政策 を中心 と した リージ ョナ リズムの動 きには産業構造 の転換
に直面 した他 の地域 に とって も学 び うるものが多 くあ る。
(2)BW州 の経済成長 と技術移転の成果
BW州 の現状 の特徴 は,1980年 代 にお ける評価 の高い科学技術政策の現実の
姿を理解 す る上で役 立つ ものであ るが,科 学技術政策 の中で も研究開発 の振興
策 などはその施策 の成果があ ったか どうかを評価す るのはまだ時期尚早であ る
の も事実で ある。研究開発 の評価 には10年 以上 の時間がかか って
,初 めて成果
があ ったか どうかが分 か ることもあ るか らであ る。 しか しなが ら,科 学技術政
策の推進 に関す る州政府 の役割 につ いて,BW州 の経験か ら何 も学ぶ ことがな
いのか と言えばそ うではない。
政策 の レ トリックと現実 に展開 された政策 の間にか な りの隔 た りがあること
はBW州 も例外 ではないが,同 州の科学技術政策 を通 じて明 らかにな った課題
や原則 を整理 してお くことは,分 権的な科学技術政策 や産業政策 を検討 する上
で有意義 であ る。
1980年 代 の経 済政策 は市場 に よる調 整を重視 す る新保 守主義的 な傾向が強
か ったが,ド イッの州政府 は新保守主義の余 りに単純 な技術革新 への処方箋 に
対 して公的部門 の役割 を重視 した政策 を提示 して きた。BW州 は2っ の点 で こ
の ことに重要 な影響 を与え た。第一 は,BW州 政府 は技術 革新 を州政府 の中心
的な政策課題 にす ることで先頭 に立 った とい うことである。第 二は,新 保守主
義的な傾向 の強 い処方箋を拒絶 したの はキ リス ト教民主 同盟によ って率 い られ
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た政府で あった とい うことである。 つま り,BW州 は ドイッや ヨー ロッパの他
の地域 と比 べて市場 の不完全 さによる悪影響 を余 り受 けて いなか ったが,市 場
経済 への単 なる信頼だ けで は不十分で あると判 断 したので ある。
州政府に とって,技 術戦略 の立案,新 たな現実的なアプローチの開発,関 連
した機関 の業務 調整 な どので きるス タ ッフが必要 で ある とい う認識 はあ った
が,BW州 で はこのよ うな戦略的な役割 を州政府 の既存 あ るい は新設 の部局 の
業務 とす るので はな く,外 部 の シュタイ ンバイス財団 に全面的 に委任 した。同
財団 は州政府 のために直接 働 き,か な りの財源 を州政府 に依存 して いるが,技
能組合 や商工団体,学 術研究集団,政 党,州 政府 などの代表 によって構成 され
る理事会 に報告義務 を持 つ非政府組織であ る。なおf理 事会 には労働組合 の代
表 は参加 していない。 ここで重要な点 は,技 術革新 の促進 のためには戦略的な
政策 を立案 し実行す る能力 とともに,企 業 と密接 に働 くことがで きる分散型の
機関が求 め られた とい うことで ある。
BW州 経済 の著 しい成長が州政府 な どの政策 によって促進 されたか どうか と
い う点 は,短 い時間で回答が得 られる もので はないが,州 政府 に技術革新 に向
けた積極 的な科学技術政策 があ った とい うことは明 らかである。 しか し,新 保
守主義 的な州政府 の技術革新戦略 だ けにBW州 の経済 的 な成功 を帰す る こと
はで きな い。BW州 経 済 の強 さは本質的 にその産業集積 と協調 的 な競争 にあ
る。BW州 の企業 は市場で激 しい競争 を展開す るが,共 通 の具体的な困難(た と
えば品質改善)に 取 り組む際 には垂 直的 な関係 あるいは水平 的な協力 のいずれか
を通 じてお互 いに補完 しあ うとい う側面 を持 って いる。 その結果 と して,BW
州の産業 には環境へ の順応 や技術革新 に対す る集合的な能力が備 わ ってい る。
Schmitzは 集合的な効率性 とい う概念(collectiveefficiency)に よって このよ う
な経済的な強 さが生 じることを説明 して いる(Schmitz,1992)。
このよ うに州政府の科学技術政策 には市場 の中で限界が あるに も関わ らず,
BW州 の推進 してい る市場 を重視 した政策 は経済 のグローバル化 が進む中での
分権的な科学技術政策や地域産業政策 の新 たなモデルを検討す る上 で示 唆に富
んでい る。
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(3)わ が国 にとって学ぷべき点
バ ブル崩壊後 の不況や急激 に進行 した円高 の もとで
,京 浜工業地帯を中1、と
す る神奈川 の産業 は新 たな困難 に直面 してお り,生 産拠点 の海外移転や リス ト
ラの動 きが活発化 してy産 業 の空洞化 に対 す る懸念が高 まっている
。特 に神奈
川 の場合,裾 野 が広 く,周 辺産業へ の影響力 も大 きい自動車や電機 の大規模工
場が集中 して いることか ら,産 業 の空洞化 は切実 な問題 であ る。
しか し,工 場 立地 などの動 向に明 らか なように産業 の空洞化現象 が現れてい
ることは事実であ るが,生 産拠点 の移転 や閉鎖 によって県全体 の雇用機会 が減
少過程 にあるのか ど うか は慎 重 な検討 が必要 であ る。工場 立地 の変化 の裏側
で,試 作型工場や研究開発拠点 の集積,京 浜工業地帯の活性化への取 り組みな
どの県内製造業 の活力維持 に向 けた動 き も進 め られてい るか らであ る
。 その辺
の ところは・浜銀総研 の一連 の調査研究 などで明 らか にされている
。す なわ ち,
「人手製造企業 は,量 産機能を地方や海外ヘ シフ トす る一方 で,県 内工場 を試作
開発型工場 研究 ・技術 開発拠点 へ と転換 しつっ あ り,す でに川崎 の多摩川流
域や県央地域 を中心 にかな りの集積がみ られ る。再編が急がれ る京浜工業地帯
にお いて も,地 元企業 が共同でイ ンフラ整備 を進 め る動 き もみ られ る」(r変 貌
する神奈川のr場 立地:県 内製造業の 「空洞化」懸念を巡 って』,1994年6月6日)。
神奈川県 は全国 の都道府県の中で,い ち早 く自治体 レベルの産業政策 ・科学
技術政策 に戦略的 に取 り組 んで きた県 であ る。 そのよ うな全国 に先駆 けた政策
展開 の巾心 とな ったのが1978年 に明 らかに された 「頭脳 セ ンター構想」であ っ
た。従来の自治体 による商工行政 は国 の補完業務 が中心 で,独 自の政策 による
もの は少 なか った。「頭脳 セ ンター構想」は,1975年 に発足 した長洲県政 の もと
で,「 自治体 を地域の産業資源を調整 し,統 合す る産業政策の主体」として確立
す るために考案 され,同 構 想の もとでt総 合産業政策(後 に新産業プランへと発
展)や 科学技術政策,産 業 立地政策 な どの多岐 にわた る政策が展開 され ること
にな った。
「頭脳 セ ンター構想」 のひ とっの特色 は,「地方 の時代」 を実現 し 「日本社会
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の システム転換」をめざす中で,神 奈川 の先端 的な産業集積 を生か しなが ら日
本経済 の転換 を推進 し,新 しい産業構造を神奈川か ら創 り出 してい くとい う地
域経済確立 の課題 を実現す るために掲 げ られた産業構造転換政策で あった・ も
うひ とっ の特色 は,新 しい産業構造 創 出を雇用,科 学技術,県 民 の福祉な どと
結 びつ けて考えて きた ことであ る.こ の よう}こ,顧 脳セ ンタ構 想 」は涯 業
構造転換を押 し進 めるための 「科学技術 一産業 一雇用」 を貫 く一貫 した政策が
必要 だ とい う認識 の もとに出発 した。
「頭脳 セ ンター構想」の基本的性格 はy神 奈川の地域 ビジ ョンであ り,こ れを
実現す るための産業構造政策で あるとい う点 にある。 その内容 には中小企業対
策 や地 場産業 の育成 とい う枠 によ って は規定 で きな い ものが多 く含 まれてお
り,技 術集約 ・知識集約型,高 付加価値型 への施策方向の転換を象徴 した もの
であ った。 この ように 「総合産業政策」 の策定 か ら 「新産業プ ラン」 に至 るま
で,神 奈川 の地域 ビジ ョンとしての 「頭脳 セ ンター構想」 は政策 として展開 さ
れて きたが,神 奈川 は京浜工業地帯 とい った臨海部 を中心 と した工業地域 のイ
メー ジを払拭 させっっある。 しか し,「頭脳 セ ンター構想」の目的 は,最 大の比
較優位 を持っ神奈川 の地域資源,す なわち]二業 を高度化 し,そ の活力を高 ある
ことで あった。
「頭脳 セ ンター一構想」 の もとに進 め られて きた神奈川 の産業政策 は新 たな課
題 に直面 してお り,今 日で はその産業政策の見直 しも求 め られてい るが,ル ー
ル地 域 を擁す るNRW州 やBW州 の産業政策上 の経験 は京浜工業地帯 の将来
を考え る上で も極 めて示唆 に富んで いる。最後 に・NRW州 やBW州 の産業政
策 か ら学 ぶべ き点を整理す ると,① 産業政策の分権化,② 研究開発機能 の集積
と技術移転(特 に技術移転ネットワークの形成),③ 産業空洞化への対応,④ 高等研
究機関の地域 にお ける役割,⑤ 産学共同研究,⑥ 産業遺産 の保存,⑦ 環境保全,
な どが挙 げ られ るが,神 奈川県 にとって地域産業政策を推進 してい く上で・今
後友好関係 にあ るBW州 と並 んでNRW州 に関す る政策研 究や人 的交流 な ど
を進 める必要 があるだろ う。 これまでルール地域 は,石 炭 と鉄鋼 とい うその産
業構造 の特徴 のたあに,わ が国の北九州工業地帯 との比較で論 じられ る傾向が
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あ ったが,ド イ ッ経 済 に 占め る ルー ル地 域 の工業 生 産 の規模 やNRW州 の
GDPな どを考え ると,京 浜地区 との比較 の方が適切で あると思われ る
。特 に,
京浜臨海部 の再編 ・整備 とい う課題 をかかえ た神奈川県 や横 浜 ・川 崎両 市に
とって,産 業空洞化へ の対応 やIBAエ ムシャーパ ーク事業 による産業遺産 の
保存 な どの経験 か ら学ぶ ことが とて も多 い。
6.あ とが き
本稿 は,1996年 夏 に行 った短 期在外 研究 の成果 であ るが
,本 稿 を執i筆す る
きっかけにな ったの は1993年2月 初 め に受 けた電話 であ った。神奈川県商工
部の馬場昭男産業政策課長(当 暁 現商工部次長)と ㈱ ケイエスピーの久保孝雄
社長か らの翻 で・ ドイ ツ ・エ ッセ ン市で開催 され る第2回 躰 ・EC国 際会
議 で神奈川県 の総合産業政策 について報告 して もらいたい旨の依頼 を受 けた
。
そ して3月 中旬の同国際会議 ・地域 と産業構造調整分科会(座 長渡辺尚京都大学
経済学部教授)で 報告 を行 った(Sato ,1997)。その時 にNRW州 の産業政策 につ い
て初 めて知 る ことにな ったわ けであ るが,ド イ ツ側 の報告者 の話 を聞 くうち
に洪 通 の課題 に直面 していることカゴだんだん と分か るよ うにな
って きた.EU
と日本 の間には政治y経 済・文化 などの点 でかな りの相違 があるけれ ども
,産
業構造 の転換 とい う点 で は地域政策 には多 くの共通点 が あ ることに気が つ い
た。 その後y在 外研究期間 も含めて ドイッ現地 で数回 の調査 を行 うことになる
とは当時 は全 く予想 も して いなか ったが,エ ッセ ンでの国際会議 に出席す るこ
とがなか ったな らば,こ のよ うな形 で ドイッの州政府 の産 業政策 にっ いてま と
あ る機 会 はなか ったか も しれない。本稿 は ドイッの州政府 による産業政策研究
の第一歩 であるが,今 後,科 学技術政策や産業遺産 の保存 などの個別課題 にっ
いて も研究 を進 めて いきたいと,思う。
注
1)本 稿 は,神 奈川大学 短期在 外研 究員(X996年6月 下旬 ～同年9月 中旬)と して ド
イ ッ連 邦共和 国 のRuhrUniversityに 滞在 した際 の研究 成果 の一一部 で あ る
。 貴重 な
機会 を与 え て くれ た神奈川 大学 に記 して感謝 したい。ま た,ド イッ滞 在期 間中 に,研
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究 活動 へ の支援 は言 うまで もな く生 活 面で も不 自 由 のな い よ うに支援 して くれ た
RuhrUniversityのPr。f.Dr.R・lfG.Heinze,Dr・V・lkerEichener,Ms.Simone
Mayer,Mr.RudigerPi・rr,University・fKarlsruheのPr・f・Dr・R・lfH・Funckな
どの人 た ちに心 か ら感謝 した い。
2)BraczykとHeidenreichの 論文"Regi・nalG・vernancestructuresinaglobali-
zedworld"に よれば,経 済 の グ ローバル化 の もとで,地 域(regions)は グ ローバ ル
な規 模 で再編成 され るが,そ の プ ロセ スで は中間政 府 や地 方政 府 が取 り組 まな けれ
ばな らな い課題 も変化 して い く。 っ ま り,地 域 革新 の ための政策 は,違 った開発 方
向,技 術 的 な オ プ シ ョン,製 品 の ライ フサ イ クル な どの グ ロー バ ルな 見通 しか ら
様 々な ことを学 んで濯 用,所 得課 税,繍1ヒ な どの地 域政 策 の 目標 を も正 当化 しな
けれ ばな らない。
3)産 業政策 とは,一 般 的 に は政 府 の様 々なI」 活 動 に対 す る介 入 の綴 と範囲 を政
策 と して明 らか にす る もので あ る.上 野裕也 によれば・「糀 産 業 の保護'育 成 講
造 改善,企 業救済 な どを通 じて,経 済 発展 や経 済近 代化 の促 進,産 業 構造 の高度化,
国際競争 力 の強化丁技術 革新 の促進,衰 退 産 業の 再活性 化,雇 用 の確保,地 域 経済 の
均=衡的発 展 な どの経済 ・社 会 目的 を達成 す るた めに,政 府 が個 々の産業 もし くは企
業 の活動 にF渉 し,生 産 物 市場 や生産 要素市 場 に介 入す る政策」(『 週刊 東洋経済 臨
時 増 刊 一近 代 経 済学 シ リー ズ』 所 収 の1産 業政 策 の役 割 と限 界」,1984年12月13
日T137頁)と して概念 規定 して い る。一方HeinzeとHilbertの 論文"Decentaliza-
tionNoedsaDrivingForceatltoTop"に よれ ば,ド イ ツにおいて は産 業政策
(industrialp。licy)購 造政策(structuralp・licy)と い う用語 は・繍 開発 を調節
す る様 々な政 策の た めに確 立 された同義語 で あ る。 ドイツにお け る産 業政策 は,伝
統 的 に国家 によ る直接的 な 干渉(例 えば,重 要産 業 や部門 に対 す る国家 に よる助成)
と して理 解 されて きた。一方,構 造政 策 の概念 は,地 域 や産業 部門の基盤 を改善 す る
ための政策 主導,投 資,様 々な活動(例 えば,道 路 や研 究開 発関連 施設 の建 設,特 定
地域 の企業 の投 資への助成)を 指 す もの と して理 解 され てい る。
4)須 郷登 世治,『 独英 日対 訳 ドイ ッ憲法 の解説』,中 央大学 出版 部,1991年,108頁 ～
112頁 。 ドイ ツ連邦共 和国基本 法 のr第7章 連邦 の 立法」で は,連 邦 と州 の 立法 権 限
について次 の よ うに規定 されて い る。
第70条(連 邦 と州 の立法権 限)
① 州 は,こ の基 本法 が連 邦 に 立法 の権 限 を付 与 して いない限度 にお いて・ 立法権 を
有 す る。
②連 邦 と州 の管轄権 の範 囲 は,専 属 的立 法 と競 合 的立法 に関 す るこの基 本法 の規定
に従 って,区 分す る。
第71条(連 邦 の専属 的 立法)
連 邦 の専 属的 立法の領域 において州 がr法 の権限 を有す るの は,連 邦 法律 によ り,
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これ に対 して 明文で授権 され る場合
,及 びその限度 にお いての みで あ る。
第72条(連 邦 の競 合的立 法)
①競 合 的 酷 の領 域 に おいて州 が立 法 の権 限 を有 す るの は漣 邦 が その立法権 を行
使 しない間,及 びそ の限度 にお いてで あ る。
② 省略
第74条(連 邦 の競 合的立 法 の 目録)
⑪経済 法(糠 ・r_,エ ネル ギ ー経済 手工業,営 業滴 業 銀行証 券取 引所,
私法上 の保 険制度)。
5)ル ー ル開 発計 画 の中で 明 らか に され た政策 的 な方針 と して は以Fの よ うな ものが
あ る。
◇鉱 山労働 者 の雇 用安定 と社 会保障 の確保
◇民 間部門 の投 資促 進
◇ 環境 問題 の改 善
◇ ル ール地域 に関す る広 報活動 の拡 大
◇住 宅,道 路 教育,レ ク リエ ー シ ョンな どの分野 にお け る基 盤整備 と近代化
6)HeinzeとSchmidの 論文"lndustrialchangeandMeso -Corporatism"に よれ
ば,伝 統 的 な コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム の 概 念 と 中 間 的 な コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム(M
eso-
Corporatism)の 概念 を区別 す る3っ の特徴 が あ る
。第一 に,中 間的 な コー ポラテ ィ
ズムで は国 民経済 全体 で はな く,地 域 また は特 定 の経 済部 門 に焦点 が 当て られ て い
る。 第 二に,政 策 の 目標 は生産 の需要 要因 で はな く供給要 因 にあ る
。 その結 果 と し
て,労 働組 合 の関 与 は伝 統 的 な コーポ ラテ ィズムの場 合 よ り も弱 くな る
。第 三に,ガ
バ ナ ンス(統 治)の 方法 の内 で の関係 者 と しての企 業家 の関 与を獲得 した
ことの重
要性 が あ る。 なおr本 稿 で は この よ うな州 レベ ルの中間 的 な コー ポ ラテ ィズムにっ
いて は立 ち入 った言 及 は しな いが,今 後,地 域 ガバナ ンス との関係 で中間 的 な コ_
ポ ラテ ィズムを別途検 討 す る必要 が あ るだろ う
。
7)IBAエ ム シ ャーパ ー クにっ い ての紹 介 はか な りあ るが
,r地 方財 務1994年ll月
号」 の市 川嘉一 「広域 的地域 開発 の新 たな展開:18Aエ ム シ ャーパ ー・クの実験 」 は
IBAエ ム シ 忙 パ ー クを た だ紹 介 して し・るだ けで な く
,わ が国 の地域 開発 にお1ナる
広 域連 携 の 重要性 な どを全圓総 合 開発計 画 の国L政 策 の柱 や京浜 工業地帯 の構造 転
換 な ど との関連 で論 じて い るの で参 考 にな る。 その他 の参 考 文献 と して は
,『 ル..ル
lE業地 域』(w・ デーゲ ,二 宮 書店,1981年),『 ライ ン河 の文 化史』(小 塩節
,講 談 社
学 術文 庫,1991年)な どが ある。
8)同 財 団 はBW州 にお け る科学 技術 振 興 の 中心 的 な組 織 で あ り
,財 団 名 は19世 紀
半 ば に ヴ.a.ル テ ンベ ル グに作 られ た製 造業 と貿 易 の た め の地 域 組織 の創 設 者 で あ
りaBW州 の産業近 代化 の父 と呼 ばれて いるFL .Steinbeisに 由来す る もの であ る。
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